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税務訴訟資料 第２７２号（順号１３７６９） 

 

 千葉地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 修正申告の取消等請求事件 

 国側当事者・国（松戸税務署長） 

 令和４年１１月１１日却下・棄却・確定 

 

    判    決 

 原告         甲 

 被告         国 

 同代表者法務大臣   葉梨 康弘 

 処分行政庁      松戸税務署長 

            吉瀬 唯史 

 同指定代理人     八屋 敦子 

            尾形 信周 

            的場 将男 

            西村 孝 

            若原 浩司 

            箕浦 桃子 

            高橋 正樹 

            緑川 慎司 

            稲毛 明日香 

            田名後 正範 

            久保 由紀子 

            佐藤 栄祐 

 

    主    文 

 １ 本件訴えのうち平成２７年課税期間及び平成２８年課税期間の消費税及び地方消費税に係る無

申告加算税及び重加算税の各賦課決定の取消しを求める部分を却下する。 

 ２ 原告のその余の訴えに係る請求をいずれも棄却する。 

 ３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 当事者が求めた裁判 

  １ 請求の趣旨 

  （１）処分行政庁が令和２年１月２７日付けで原告に対してした平成２４年分の所得税並びに平

成２５年分ないし平成３０年分の所得税及び復興特別所得税に係る重加算税の各賦課決定を

いずれも取り消す。 

  （２）処分行政庁が令和２年１月２７日付けで原告に対してした平成２６年課税期間ないし平成

２８年課税期間の消費税及び地方消費税に係る無申告加算税及び重加算税の各賦課決定、平

成２９年課税期間の消費税及び地方消費税に係る重加算税の賦課決定並びに平成３０年課税
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期間の消費税及び地方消費税に係る無申告加算税及び重加算税の賦課決定（平成２９年課税

期間及び平成３０年課税期間に係る各賦課決定については令和２年７月２７日付け変更決定

により減額された後のもの）をいずれも取り消す。 

  （３）処分行政庁が令和２年６月１１日付けで原告に対してした平成２６年分ないし平成３０年

分の所得税及び復興特別所得税に係る更正の請求についての更正をすべき理由がない旨の各

通知処分をいずれも取り消す。 

  （４）処分行政庁が令和２年６月１１日付けで原告に対してした平成２６年課税期間ないし平成

３０年課税期間の消費税及び地方消費税に係る更正の請求についての更正すべき理由がない

旨の各通知処分をいずれも取り消す。 

  ２ 被告の答弁 

    主文同旨 

 第２ 事案の概要 

    原告は、個人で型枠工事業を行っていた者であるところ、請求の趣旨記載の各年分の所得税

及び復興特別所得税（以下「所得税等」という。）の確定申告を法定申告期限までにしていた

が、請求の趣旨記載の各課税期間の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の確

定申告をしていなかった（平成２９年課税期間については法定申告期限後にしていた。）。 

    処分行政庁は、上記各年分の所得税等及び上記各課税期間の消費税等に関する調査を行った

上、その結果により、上記各年分の所得税等について事業所得の金額が過少に申告されてい

る、上記各課税期間の消費税等について確定申告がされていないなどとして、原告に対し、

修正申告及び期限後申告を勧奨した。これを受けて、原告は、令和元年１２月１７日、処分

行政庁に対し、上記各年分の所得税等の修正申告をし、上記各課税期間の消費税等の期限後

申告（平成２９年課税期間については修正申告）をした。 

    処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、上記各年分の所得税等について国

税通則法（平成２９年１月１日前に法定申告期限が到来した国税については平成２８年法律

第１５号による改正前のもの。以下同じ。）６８条１項の規定による重加算税の賦課決定（以

下「平成２４年所得税加算税賦課決定」などといい、平成２４年から平成３０年までのもの

を併せて「本件各所得税加算税賦課決定」という。）をし、上記各課税期間の消費税等につい

て同法６６条１項の規定による無申告加算税の賦課決定及び同法６８条２項の規定による重

加算税の賦課決定（平成２９年課税期間については重加算税の賦課決定のみ。以下「平成２

６年消費税加算税賦課決定」などといい、平成２６年から平成３０年までのものを併せて

「本件各消費税加算税賦課決定」という。）をした。 

    原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、上記各年分のうち平成２６年分ないし平

成３０年分の所得税等の修正申告に係る事業所得の金額及び上記各課税期間の消費税等の期

限後申告（平成２９年課税期間については修正申告）に係る課税標準額が過大であることを

理由として、上記各年分のうち平成２６年分ないし平成３０年分の所得税等及び上記各課税

期間の消費税等について更正の請求をした。処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原

告に対し、更正をすべき理由がない旨の通知処分をした（このうち、所得税等についての通

知処分を、以下「平成２６年所得税通知処分」などといい、平成２６年から平成３０年まで

のものを併せて「本件各所得税通知処分」という。また、消費税等についての通知処分を、

以下「平成２６年消費税通知処分」などといい、平成２６年から平成３０年までのものを併
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せて「本件各消費税通知処分」という。）。 

    本件は、原告が、上記更正の請求における主張と同様に主張し、処分行政庁の所属する国を

被告として、本件各所得税加算税賦課決定及び本件各消費税加算税賦課決定（平成２９年消

費税加算税賦課決定及び平成３０年消費税加算税賦課決定については令和２年７月２７日付

け変更決定により減額された後のもの）の取消しを求めるとともに、本件各所得税通知処分

及び本件各消費税通知処分の取消しを求める事案である。 

  １ 関係法令の定め 

    別紙１のとおり 

  ２ 前提事実（当事者間に争いがない事実又は各項に掲記の証拠若しくは弁論の全趣旨により容

易に認めることができる事実） 

  （１）当事者等 

    ア 原告（昭和●年●月生）は、平成２２年頃から「Ａ」の屋号を使用して個人で建設業を

行っていた者である。（乙５、６） 

      原告は、土木建築工事の設計、施工、請負等を目的として昭和６１年５月●日に設立さ

れた有限会社Ｂ（平成５年１０月２３日に株式会社に組織変更）の代表者を務めた後、建

築工事、土木工事の請負、設計、施工等を目的として平成１５年１１月●日に設立された

原告の妻である乙が代表者を務める有限会社Ｃ（平成１９年１月２４日に株式会社Ｄに商

号変更。以下「Ｄ社」という。）の従業員として稼働していた。株式会社Ｂは、平成１６

年３月●日、破産宣言を受け、Ｄ社は、平成２３年１２月●日、破産手続開始決定を受け

た。（乙１ないし４、弁論の全趣旨） 

    イ 処分行政庁は、請求の趣旨記載の各年分の所得税等の申告書及び請求の趣旨記載の各課

税期間の消費税等の申告書の提出の際における原告の住所地を所轄する税務署長である。

（弁論の全趣旨） 

  （２）原告の事業の内容 

    ア 原告は、Ｅ株式会社、Ｆ株式会社、株式会社Ｇ、有限会社Ｈ、Ｉ株式会社、有限会社Ｊ

ほかの売上先（以下、単に「Ｅ」のようにいう。）から工事を受注し、その規模や納期に

応じて、自ら施工を行うほか、他の施工業者（外注先）に工事の一部又は全部の施工を委

託していた（以下、原告が売上先から受注した工事のうち、原告が単独で施工した工事を

「単独工事」といい、外注先に一部又は全部の施工を委託した工事を「外注工事」とい

う。）。（乙５、弁論の全趣旨） 

    イ 原告は、売上先からの工事の受注を、全て口頭（対面のほか電話によるものを含む。）

で行っていた。原告は、売上先に対する工事代金の請求を、出来高に基づいて月末締めで

作成した請求書（乙１０の１及び２）を送付する方法により行っていた。請求書には、施

工場所、施工内容、施工に要した人工数や施工した平米数、単価、人工数や平米数に単価

を乗じて算出した金額、当該金額に係る消費税の金額、当該工事に要した高速代やガソリ

ン代などの費用の金額が記載されており、送付先により、業務に従事した者（外注先を含

む。）の氏名及びその月の従事の状況、従事日数等が記載された出勤表が添付されていた。

原告は、売上先からの工事代金の支払を、請求書の作成の月の翌月又は翌々月に、主とし

てＫ銀行松戸支店の原告名義の普通預金口座（以下「本件口座」という。）への振込みの

方法により受けていたが、一部については現金や手形の授受の方法により受けていた。原
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告は、月に一度は、本件口座の預金通帳の記帳を行い、売上先からの入金額が原告の請求

書に記載された請求額と一致していることを確認していた。（乙５、１１、１２、１４、

弁論の全趣旨） 

    ウ 原告は、外注先の外注工事への従事の状況を、作業日報（Ｄ社の社名が印字されている

もの。乙１５）により把握していた。原告は、外注先に対する外注費の支払を、売上先か

らの工事代金の支払があった後に、本件口座からの振込み又は現金の授受の方法により行

っていた。原告は、その他の経費（材料費、リース代、ガソリン代、資材置場の地代、土

建組合費など）の支払についても、本件口座からの振込み又は現金の授受の方法により行

っていた。（乙５、１４、弁論の全趣旨） 

    エ 原告は、平成２７年分以降の所得税等の確定申告に先立ち、本件口座の預金通帳と請求

書を基に、当該年分の売上金額の集計メモ（売上先ごとに月別の内訳及び合計額を記載し

たもの。乙５の７枚目はその平成３０年分）、作業日報を基に、当該年分の外注費の集計

メモ（外注先ごとに月別の内訳及び合計額を記載したもの。乙５の８枚目はその平成３０

年分）、本件口座の預金通帳や領収書を基に、その他の経費の内訳を記載した集計メモ

（乙５の９枚目はその平成３０年分）を作成していた。（乙５、弁論の全趣旨） 

  （３）課税処分及び通知処分の経緯 

     課税処分及び通知処分の経緯は、別紙２のとおりであるほか、次のとおりである。 

    ア 原告は、平成２２年頃、個人で型枠工事業を行うようになったが、処分行政庁に対し、

個人事業の開業届出書を提出しなかった。原告は、平成２３年２月１４日、処分行政庁に

対し、電子申告・納税等開始届出書（乙１７）を提出したところ、職業を無職としていた。

（弁論の全趣旨） 

    イ 原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、平成２４年分ないし平成３０年分の

所得税等の確定申告をした（別紙２の第１の１）。原告は、平成２４年分ないし平成２６

年分の所得税等の確定申告において、職業を無職とした上、その事業に係る収入金額、必

要経費の金額を雑所得の収入金額、雑所得に係る必要経費の金額としていた。原告は、平

成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告において、職業を建設業とした上、

その事業に係る収入金額、必要経費の金額を事業所得の収入金額、事業所得に係る必要経

費の金額としていた。原告は、松戸税務署が納税者の確定申告書の作成及び提出のため設

置した申告書作成会場において、担当職員に相談しながら、上記各年分の所得税等の確定

申告書を作成し提出しており、平成２７年分ないし平成３０年分については、会場に、上

記（２）エの売上金額、外注費、その他の経費の各集計メモを持参し、それらの記載に基

づいて当該年分のその事業に係る収支内訳書（乙１８の１ないし４）を作成し、その記載

に基づいて確定申告書を作成し提出していた。原告は、平成２４年分ないし平成２６年分

の所得税等の確定申告において、売上先から受注した工事のうち単独工事に係る売上金額

を月額１０万円程度とし、それに１２か月を乗じた金額のみを雑所得の収入金額とし、倉

庫代等の経費の金額（外注費の額は含まれていない。）を雑所得に係る必要経費の金額と

していた（原告がこの際に売上金額、経費の金額の根拠としていた資料は残っていない。）。

原告は、平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告において、主な売上先で

あるＥに対する売上金額とその他の売上先に対する売上金額の一部を売上金額の集計メモ

に記載し、その金額のみを事業所得の収入金額とし、外注費、その他の経費の各集計メモ
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に記載した金額を事業所得に係る必要経費の金額としていた（収支内訳書は４か年分が全

て残っているが、売上金額、外注費、その他の経費の各集計メモは平成３０年分のものの

みが残っている。）。（乙５ないし７、弁論の全趣旨） 

    ウ 原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、平成２６年課税期間ないし平成３０

年課税期間の消費税等の確定申告をしなかった。 

      原告は、平成３０年５月２９日、法定申告期限後に、処分行政庁に対し、平成２９年課

税期間の消費税等の確定申告をした（別紙２の第２の１（４））。処分行政庁は、平成３０

年６月２７日付けで、原告に対し、平成２９年課税期間の消費税等についての無申告加算

税の賦課決定をした（別紙２の第２の１（４））。 

    エ 松戸税務署の調査担当職員は、令和元年７月１７日から同年１２月１７日まで、原告の

平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等及び平成２６年課税期間ないし平成３０年課

税期間の消費税等の調査を行った。（乙１３） 

      原告は、松戸税務署の調査担当職員に対し、上記（２）エの売上金額、外注費、その他

の経費の各集計メモのうち、平成３０年分のものを提示したが、平成２７年分ないし平成

２９年分のものは平成３１年１月の引越しの際に処分したとして提示しなかった。原告は、

その事業に係る取引の年月日、売上先、外注先ほかの相手方及び金額などを記載した帳簿

類を、平成３０年分の各集計メモのほかに提示しなかった。原告は、平成３０年分の売上

金額に係る請求書の控えの一部、平成３０年分の経費に係る領収書の一部等を提示したが、

その事業に係る請求書や領収書などの原始記録を、そのほかに提示しなかった。調査担当

職員は、Ｋ銀行松戸支店に対する照会を行い、本件口座の取引推移一覧表（乙１４）を取

得した上、売上先に対する反面調査を行った。（乙５ないし７、１１ないし１３、１６、

２３、２４） 

      松戸税務署の調査担当職員は、令和元年１２月１７日、原告に対し、調査の結果によれ

ば平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等及び平成２６年課税期間ないし平成３０年

課税期間の消費税等のいずれについても更正又は決定をすべきであると認められるとした。

調査担当職員は、「修正申告等について」と題する書面（乙２７）により、修正申告書又

は期限後申告書を提出した場合の効果を説明した上、平成２４年分ないし平成３０年分の

所得税等の修正申告及び平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の期限

後申告（平成２９年課税期間については修正申告）を勧奨した。原告は、調査担当職員が

提示した修正申告及び期限後申告の内容のうち外注費ほかの経費の金額に納得することが

できないとし、外注費ほかの経費の金額は本件口座の預金通帳から把握することができる

と申し立てた。調査担当職員は、外注費ほかの経費に関する書類が保存されていないこと

を指摘した上、外注費ほかの経費の算定方法について、本来、支出した事実を確認するこ

とができないものは必要経費として認めることができないが、原告の事業上は経費が発生

するのが通常であることを考慮し、収入金額に占める経費の割合を用いて算定したこと、

本件口座の預金通帳から外注費ほかの経費であると考えられる支出の金額を抽出し集計し

ても上記の経費の割合を用いて算定した外注費ほかの経費の金額に及ばないことを説明し、

理解を求めた。（乙１３、１６、２５、２６） 

      原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、平成２４年分ないし平成３０年分

の所得税等の修正申告をし（別紙２の第１の２）、平成２６年課税期間ないし平成３０年
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課税期間の消費税等の期限後申告（平成２９年課税期間については修正申告）をした（別

紙２の第２の１）。これらの修正申告及び期限後申告の内容は、全て、松戸税務署の調査

担当職員が上記の勧奨時に原告に対して提示したものである。原告は、処分行政庁に対し、

上記の「修正申告等について」と題する書面の控えに署名押印をし提出した。原告は、同

月１８日、処分行政庁に対し、個人事業の廃業届出書を提出した。（乙１３、１６、２７、

弁論の全趣旨） 

    オ 処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２４年分ないし平成３０

年分の所得税等についての重加算税の賦課決定（本件各所得税加算税賦課決定）をし（別

紙２の第１の３）、平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等についての

無申告加算税及び重加算税の賦課決定（平成２９年課税期間については重加算税の賦課決

定。本件各消費税加算税賦課決定）をした（別紙２の第２の２）。 

    カ 原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、平成２６年分ないし平成３０年分の

所得税等及び平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等について、更正の

請求をし（別紙２の第１の４及び第２の３）、所得税等について、総所得金額及び納付す

べき税額をそれぞれの年分の確定申告に係る金額に更正することを求め、消費税等につい

て、課税標準額及び消費税等の税額を０円（平成２９年課税期間についてはその課税期間

の確定申告に係る金額）に更正することを求めた。 

      松戸税務署の調査担当職員は、令和２年３月３０日、原告に対し、更正の請求の根拠と

なる新たな書類の提出の有無を確認したところ、原告は、同年４月７日、平成３０年分の

外注費の集計メモ（乙５の８枚目）の写しに未計上の外注費を加入したもの（乙３５）、

平成３０年分のその他の経費の集計メモ（乙５の９枚目）の写しに未計上の経費を加入し

たもの（乙３６）のほか、作業員名簿（乙３７）を提出した。調査担当職員は、令和２年

４月９日、原告に対し、一人親方であることや売上、経費が分かる書類、例えば帳簿やそ

の基となった請求書の控え、領収書などを提出するよう求めたところ、原告は、同年５月

１１日、「支払内訳 ５月７日」と題するメモ（平成２４年分ないし平成３０年分の各年

別に、外注費の合計金額、外注先ごとの合計金額、その他の経費として損害保険料や交際

費の金額が記載されているもの。乙３８）、平成２４年分ないし平成３０年分の収支内訳

書（「外注工賃」欄、「その他の経費」の「交際費」欄及び「損害保険料」欄に、上記外注

費の合計額や損害保険料、交際費の各金額が記載されており、他は空欄とされているもの。

乙３９）を提出した。（乙３４） 

      処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、上記各更正の請求について、

それぞれ、更正をすべき理由がない旨の通知処分（本件各所得税通知処分及び本件各消費

税通知処分）をした（別紙２の第１の４及び第２の３）。 

    キ 原告は、国税不服審判所長に対し、令和２年２月２３日、上記オの賦課決定についての

審査請求をし、同年７月８日、上記カの通知処分についての審査請求をした（別紙２の第

１の５及び第２の４（１））。国税不服審判所長は、国税通則法１０４条１項の規定により、

上記各審査請求について併合審理をした（別紙２の第１の５及び第２の４（１））。 

      原告は、審査請求の審理において、担当国税審判官に対し、Ｌ信用組合の振込みカード

４枚（乙４６）、「年度別外注費及び材料費、その他内訳」と記載された書面（乙４７）、

外注費の領収証１４枚（乙４８）、Ｋ銀行松戸支店作成の本件口座の取引推移一覧表（原
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告が外注費、材料費の振込みと指摘するものにマーカーが付されているもの。乙４９）を

提出した。 

      処分行政庁は、令和２年７月２７日付けで、原告に対し、平成２７年課税期間ないし平

成３０年課税期間の消費税等について、無申告加算税及び重加算税の賦課決定の変更決定

をした（別紙２の第２の４（２））。国税不服審判所長は、国税通則法１０４条２項の規定

により、上記変更決定のうち平成２７年課税期間及び平成２８年課税期間に係るものにつ

いて上記審査請求との併せ審理をした（別紙２の第２の４（２））。 

      国税不服審判所長は、令和３年２月１６日付けで、原告の審査請求をいずれも棄却する

裁決をした（別紙２の第１の５及び第２の４（３））。 

    ク 地方消費税（譲渡割）について国が処分を行っているのは、地方税法制定附則９条の４

第１項の規定により、地方税消費税（譲渡割）の賦課徴収については、当分の間、地方税

法の規定にかかわらず、国が、消費税の賦課徴収の例により、消費税の賦課徴収と併せて

行うものとすることとするとされているためである。 

  （４）訴えの提起 

     原告は、令和３年８月１２日、本件訴えを提起した。（顕著な事実） 

  ３ 課税処分及び通知処分の根拠 

    被告が主張する課税処分及び通知処分の根拠は別紙３のとおりである。 

  ４ 争点 

    本件の争点は、（１）平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消費税加算税賦課決

定の取消しの訴えの適否、具体的には、平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消

費税加算税賦課決定は令和２年７月２７日付け変更決定がされたことにより消滅したか否か

（本案前の争点）、（２）平成２６年分ないし平成３０年分の所得税等の修正申告書に記載さ

れた事業所得の金額に誤りがあることにより、当該申告書の提出により納付すべき税額が過

大である（国税通則法２３条１項１号）か否か（本案の争点１の１）、平成２６年課税期間な

いし平成３０年課税期間の消費税等の期限後申告書（平成２９年課税期間については修正申

告書）に記載された課税売上額及び課税仕入れに係る支払対価の額に誤りがあることにより、

当該申告書の提出により納付すべき税額が過大である（国税通則法２３条１項１号）か否か

（本案の争点１の２）、すなわち、上記各修正申告書等に記載された原告の平成２６年分ない

し平成３０年分の所得税等に係る事業所得の金額並びに平成２６年課税期間ないし平成３０

年課税期間の消費税等に係る課税売上額及び課税仕入れに係る支払対価の額の適否（本案の

争点１）、（３）原告が平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等の期限内申告において事

業所得の金額の全部又は一部を計上しなかったことについて、原告がその基礎となるべき事

実を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき期限内申告をしていた

（国税通則法６８条１項）か否か（本案の争点２の１）、原告が平成２６年課税期間ないし平

成３０年課税期間の消費税等について期限内申告をしなかったこと（平成２９年課税期間に

ついては、期限後申告において課税売上額の全部又は一部を計上しなかったこと）について、

原告がその基礎となるべき事実を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに

基づき期限内申告をしていなかった（平成２９年課税期間については、期限後申告をしてい

た）（国税通則法６８条２項）か否か（本案の争点２の２）である。 

  ５ 当事者の主張 
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  （１）本案前の主張 

    （被告の主張） 

     本件訴えのうち平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消費税加算税賦課決定の

取消しを求める部分は、各賦課決定が令和２年７月２７日付け変更決定の処分内容として吸

収され消滅したことによって、各賦課決定の取消しを求める訴えの利益が失われているので

あり、不適法である。 

    ア 国税通則法６５条１項の規定による過少申告加算税と同法６８条１項の規定による重加

算税は、いずれも申告納税方式による国税について過少な申告をした納税者に対する行政

上の制裁として賦課されるものであり、同一の修正申告又は更正に係るものである限りそ

の賦課及び税額等の計算の基礎を同じくし、ただ、重加算税は、過少申告加算税の賦課要

件に該当することに加えて、当該納税者が、その国税の課税標準等又は税額等の計算の基

礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したとこ

ろに基づいて納税申告書を提出する不正な手段を用いたという特別の事由が存する場合に、

過少申告加算税より重い制裁を課するものであるから、重加算税の賦課決定は、過少申告

加算税の賦課決定と別個独立の処分でなく、過少申告加算税の賦課決定に相当する部分を

含んでいると解するのが相当である（最高裁判所昭和５８年１０月２７日第一小法廷判

決・民集３７巻８号１１９６頁）。ところで、過少申告加算税と無申告加算税は、いずれ

も申告義務違反に対する行政上の制裁であり、その本質において異ならない（最高裁判所

昭和４０年２月５日第二小法廷判決・民集１９巻１号１０６頁）から、上記の過少申告加

算税に代えて重加算税が賦課される場面と同様に、無申告加算税に代えて重加算税が賦課

される場面（国税通則法６８条２項）においても、重加算税の賦課は、無申告加算税の賦

課と別個独立の処分でなく、それに相当する部分を含んでいるものと解するのが相当であ

る。 

    イ このように重加算税と無申告加算税に包含関係があることを前提とすると、加算税の額

の計算の基礎となる税額に変更がなく、隠蔽仮装に基づく加重部分に変更があることに伴

い、重加算税と無申告加算税が変更される場合、変更決定は重加算税と無申告加算税を全

体として一つのものとして加算税の額を変更する一個の処分であると解されるのであって、

重加算税と無申告加算税を合わせた加算税の額が全体として増額される場合が増額の変更

決定であり、重加算税と無申告加算税を合わせた加算税の額が全体として減額される場合

が減額の変更決定であることとなる。そうすると、処分行政庁が令和２年７月２７日付け

で原告に対してした各変更決定のうち、①無申告加算税の額を１５００円減額する一方で、

重加算税の額を８０００円増額し、加算税の額を合わせて６５００円増額した平成２７年

課税期間の消費税等に係るものと、②無申告加算税の額を３０００円減額する一方で、重

加算税の額を４０００円増額し、加算税の額を合わせて１０００円増額した平成２８年課

税期間の消費税等に係るものは、増額の変更決定であることとなるところ、増額の変更決

定は、納税義務の内容を総額的に確定させる行為であり、一定額を追加する処分でないか

ら、当初の賦課決定である平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消費税加算税

賦課決定は、その後、増額の変更決定がされたことにより、当該変更決定の処分内容とし

て吸収され消滅したのであり、平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消費税加

算税賦課決定の取消しを求める訴えの利益は失われているというべきである。 
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    ウ 仮に、原告が、平成２７年課税期間の消費税等及び平成２８年課税期間の消費税等につ

いて、処分行政庁が令和２年７月２７日付けで原告に対してした各変更決定の取消しを求

めているものとしても、これらの変更決定については審査請求がされていないから、その

取消しを求める訴えは、不服申立ての前置を欠くのであり、不適法である。すなわち、国

税通則法１１５条１項の「審査請求についての裁決を経た」というためには当該審査請求

が適法にされていることを要するところ、同法１０４条２項の併せ審理の対象となった更

正決定等については、そもそも不服申立てがされておらず、職権で審理が行われたにすぎ

ないのであり、取消しの必要がない限り裁決がされることはないから、併せ審理の対象と

なった更正決定等については「審査請求についての裁決を経た」ということができないと

解され、その取消しを求める訴えは不服申立ての前置を欠く。 

  （２）本案の主張 

    （被告の主張） 

    ア 事業所得の金額について 

    （ア）被告が主張する原告の平成２４年分ないし平成３０年分の事業所得に係る総収入金額

（別紙３の第１の１ないし７の各（１）ア（ア））は、別紙２の第１の２（１）ないし

（７）の上記各年分の修正申告に係る金額と同額（平成２４年分１６３４万２３９９円、

平成２５年分２１２０万７６５９円、平成２６年分１９２５万９７５６円、平成２７年

分１５３７万３５７６円、平成２８年分１２０５万０５４２円、平成２９年分１０９１

万８５３３円、平成３０年分１３７３万７１１２円）である。 

       上記各年分の修正申告に係る金額は、松戸税務署の調査担当職員が令和元年７月２９

日から同年１２月１７日まで行った原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等

及び平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の調査において、原告の

上記各年分の期限内申告に係る総収入金額と、原告が保管していた原始記録及び売上先

に対する反面調査により把握した売上金額との開差額から、売上除外の事実を把握し、

その売上除外の金額を原告の上記各年分の期限内申告に係る総収入金額と合計した金額

であり（売上先から本件口座への入金額の合計は、平成２４年が１８５４万２３４６円、

平成２５年が１７４１万４５８３円、平成２６年が１９７６万２７０４円、平成２７年

が１５２４万４３０９円、平成２８年が１１８３万１４９４円、平成２９年が１１６３

万１１１７円、平成３０年が１３６３万６４８０円であった。乙１４）、調査により実

額で把握されたものであるから、上記各年分の修正申告に係る金額が原告の上記各年分

の事業所得に係る総収入金額であると認めることができる。 

       したがって、原告の上記各年分の事業所得に係る総収入金額は被告が主張する上記金

額である。 

    （イ）被告が主張する原告の平成２４年分ないし平成３０年分の事業所得の金額の計算上必

要経費に算入すべき金額（別紙３の第１の１ないし７の各（１）ア（イ））は、別紙２

の第１の２（１）ないし（７）の上記各年分の修正申告に係る金額と同額（平成２４年

分外注費７１９万０６５６円、地代家賃１０８万０８５５円、その他の経費２４８万０

７７５円（減価償却費３２万１９４５円を含む。）の合計１０７５万２２８６円、平成

２５年分外注費９３３万１３７０円、地代家賃１３４万３０９３円、その他の経費３２

１万９３２２円（減価償却費４１万７７９１円を含む。）の合計１３８９万３７８５円、
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平成２６年分外注費８４７万４２９３円、地代家賃１２３万８１０１円、その他の経費

２９２万３６３３円（減価償却費３７万９４１７円を含む。）の合計１２６３万６０２

７円、平成２７年分外注費７１８万２２５０円、地代家賃９４万円、その他の経費１９

１万２７３５円（減価償却費は０円）の合計１００３万４９８５円、平成２８年分外注

費５５８万５０００円、地代家賃９４万円、その他の経費２２７万９７３１円（減価償

却費５４万円を含む。）の合計８８０万４７３１円、平成２９年分外注費４５２万４４

０５円、地代家賃８８万円、その他の経費１５７万８７０９円（減価償却費２５万円を

含む。）の合計６９８万３１１４円、平成３０年分外注費５６９万７９００円、地代家

賃８０万円、その他の経費１９９万２９０６円（減価償却費１５万円を含む。）の合計

８４９万０８０６円）である。 

       上記各年分の修正申告に係る金額のうち、平成２７年分ないし平成３０年分の外注費

の金額は、原告が当該年分の所得税等の確定申告書に添付した収支内訳書の「外注工賃」

欄に記載された金額（平成３０年分については、上記「外注工賃」欄に記載された金額

に、原告が計上漏れが生じていると指摘した１３万円を加えた金額）である。平成２７

年分ないし平成３０年分の地代家賃の金額は、原告が当該年分の所得税等の確定申告書

に添付した収支内訳書の「地代家賃」欄に記載された金額に、松戸税務署の調査担当職

員が計上漏れが生じている事実を把握した倉庫代２０万円を加えた金額である。平成２

７年分ないし平成３０年分のその他の経費（減価償却費を含む。）の金額は、原告が当

該年分の所得税等の確定申告書に添付した収支内訳書の「減価償却費」欄に記載された

金額及び「その他の経費」欄の各小項目欄に記載された金額の合計額（平成２７年分な

いし平成２９年分については、上記「その他の経費」欄の末尾の「小計」欄に記載され

た各小項目欄の合計額の記載が違算のため誤っており、計上漏れが生じていたことから、

平成２７年分について２万４４５５円、平成２８年分について５０万９３９０円、平成

２９年分について４万７８５０円を加算訂正して、正確な合計額に改めたもの）である。

上記の収支内訳書の作成の基となった外注費の集計メモ及びその他の経費の集計メモは、

原告が、当該年分の所得税等の確定申告に先立ち、作業日報、領収証、本件口座の預金

通帳などに基づいて作成したものであるところ、現存する平成３０年分のその他の経費

の集計メモの内容と同年分の収支内訳書の内容がおおむね一致することからすると、原

告が平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告書に添付した収支内訳書に

記載された必要経費の金額は、実際の必要経費の金額と一致すると認めることができる。 

       上記各年分の修正申告に係る金額のうち、平成２４年分ないし平成２６年分の外注費

の金額は、上記の平成２７年分ないし平成３０年分の外注費の金額が当該年分の総収入

金額に占める割合を平均して、外注費の平均経費率を０．４４００と算出し、平成２４

年分ないし平成２６年分の各総収入金額に乗じて算定した金額である。平成２４年分な

いし平成２６年分の地代家賃、その他の経費（減価償却費を含む。）の金額は、上記の

平成２７年分ないし平成３０年分の地代家賃、その他の経費（減価償却費を含む。）の

各小項目ごとの金額（地代家賃については倉庫代２０万円を加える前の金額）が当該年

分の総収入金額を占める割合を平均して、地代家賃、その他の経費（減価償却費を含

む。）の各小項目ごとの平均経費率をそれぞれ算出し、平成２４年分ないし平成２６年

分の各総収入金額にそれぞれ乗じて算定した各金額（地代家賃については、平均経費率
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を乗じて算定した金額に、倉庫代２０万円を加えた金額）である。原告は、平成２４年

分ないし平成２６年分の所得税等の確定申告に当たり、収支内訳書や必要経費の内容が

分かる資料を提出しておらず、松戸税務署の調査担当職員が令和元年７月２９日から同

年１２月１７日まで行った原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等及び平成

２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の調査においても、調査担当職員

に対し、平成２４年分ないし平成２６年分の必要経費に係る帳簿や請求書、領収書等の

原始記録を提示しなかった。そのため、調査担当職員は、平成２４年分ないし平成２６

年分の必要経費の金額を、当該年分の総収入金額に、原告が平成２７年分ないし平成３

０年分の所得税等の確定申告書に添付した収支内訳書を基に算出した平均経費率を乗じ

て算定したものであるところ、上記収支内訳書に記載された必要経費の金額が実際の必

要経費の金額と一致すると認めることができることは、上記のとおりであり、かつ、必

要経費と総収入金額の間には、外注費等の必要経費の増減に合わせて総収入金額も増減

するという関係性が認められ、原告の事業内容が平成２６年以前と平成２７年以後とで

著しく異なるという事情はないから、上記の算定方法は合理的である。 

       そうすると、上記各年分の修正申告に係る金額が原告の上記各年分の必要経費の金額

であると認めることができる。 

       したがって、原告の上記各年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額

は被告が主張する上記金額である。 

       この点について、原告が審査請求の審理において担当国税審判官に対して提出した外

注費等内訳書（乙４７）には、修正申告に係る必要経費の金額に算入されている外注費

等の金額と異なる外注費等の金額（平成２４年分の外注費として振込金額１８３万５０

２９円と現金払金額７６０万円、平成２５年分の外注費として振込金額４４８万６３８

５円と現金払金額７００万円、平成２６年分の外注費として振込金額４８６万５６９２

円と現金払金額６６５万５４００円、平成２７年分の外注費として振込金額２８３万９

１９６円と現金払金額５０８万円、平成２８年分の外注費として振込金額２５万円と現

金払金額４９５万８０００円、平成２９年分の外注費として振込金額４４万３２８０円

と現金払金額４９２万４０００円、平成３０年分の外注費として振込金額１２５万３１

７４円と現金払金額５３７万９９００円）が記載されており、同様に原告が審査請求の

審理において担当国税審判官に対して提出した領収証（乙４８）、Ｋ銀行作成の本件口

座の取引推移一覧表（乙４９）には、その異なる外注費等の金額と部分的に符合する記

載がある。 

       しかし、国税通則法２３条３項、国税通則法施行令６条２項の定めに加えて、更正を

すべき理由がない旨の通知処分が税額等を確定する処分でなく、更正の請求が自らの申

告によって確定した税額等を自らに有利に変更することを求めるものであることにも照

らすと、更正をすべき理由がない旨の通知処分の取消しの訴えにおいて、納税者は、真

実の税額等が申告によって確定した税額を下回ることを立証しなければならないのであ

り、原告は、真実の経費の額が修正申告等における経費の額より多額であることにより、

修正申告等における納付すべき税額が過大であることを立証しなければならない。 

       そして、事業所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるも

のを除き、これらの所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため
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直接要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他これらの所得を生ず

べき業務について生じた費用の額である（所得税法３７条１項）から、事業所得の金額

の計算上必要経費として控除されるためには、当該支出が存在することに加えて、当該

支出が事業所得を生ずべき業務の遂行上必要であることを要すると解されるところ、原

告が更正の請求の調査において調査担当職員に対して提出した資料（乙３５ないし３９）

の中に、領収証など外注先等への現金の支払を直接証明する証拠はなく、原告は、調査

担当職員の求めにかかわらず、外注費等の支払を確認することができる資料を提出しな

かった。 

       原告は、審査請求の審理において、担当国税審判官に対し、外注費等に関して、上記

の外注費等内訳書、領収証、取引推移一覧表のほか、振込カード（乙４６）を提出した

ものの、担当国税審判官の求めにかかわらず、他に外注費等の支払の裏付けとなる資料

を提出しなかった。 

       上記領収証に記載された領収金額を上記各年分ごとに集計した金額は、平成２６年分

及び平成３０年分を除き、上記外注費等内訳書の各年分の外注費の現金払金額と一致す

るが、その１４枚の領収証のうち日付が記載された４枚（受領者欄に「丙」と記載され

た２枚（ただし同一の領収証の写し２枚である。）と「丁」と記載された領収証の写し

のうちの２枚）を除いた１０枚は、領収日付け欄に「２４年度分」などと記載されてい

ることから明らかなとおり、現金払の都度作成されたものでなく、１年分の領収額をま

とめて記載したものであり、何の対価であるかも記載されていないのであって、また、

１４枚の領収証のいずれにも、収入印紙が貼付されていない。このような体裁に加えて、

原告が、これらの領収証を、更正の請求の調査においては提出することなく、審査請求

の審理において初めて提出したという経過にも照らすと、これらの領収証は、外注費の

現金払の都度作成されたものでなく、審査請求後に作成されたものであることが明らか

であり、原告が上記各年分の所得税等の課税期間に外注費の現金払をした事実について

何らの証明力も有しない。上記取引推移一覧表に記載された本件口座からの出金が外注

費等の現金払の原資となったことの裏付けとなる証拠もないのであり、原告が上記各年

分の所得税等の課税期間に外注費等の現金払をしたと認めることはできない。 

       また、上記取引推移一覧表に記載された本件口座からの第三者に対する振込みについ

て、原告の事業に係る外注費等の支払についての帳簿等が併せて提出されていない以上、

その振込みが原告の事業に係る外注費等の支払のためのものであると認めることはでき

ないのであり、当該支出が原告の事業の遂行上必要であると認めることもできない。 

       このように、上記外注費等内訳書に係る外注費等の金額については、当該支出が現金

払又は振込みの方法により実際にされたことを認めることができないことに加えて、当

該支出が事業所得を生ずべき業務の遂行上必要であることを認めることもできないので

あり、上記各年分の必要経費の金額であると認めることはできない。 

       そうすると、原告の事業に係る真実の経費の額が修正申告等における経費の額より多

額であると認めることはできないのであり、修正申告等における納付すべき税額が過大

であると認めることはできない。 

    イ 課税売上額及び課税仕入れに係る支払対価の額について 

    （ア）被告が主張する原告の平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の課



13 

 

税標準額（別紙３の第２の１ないし５の各（１）の課税資産の譲渡等の対価の額の合計

額（総収入金額）に１０８分の１００等を乗じて算出した課税売上額（税抜き）。１０

００円未満の端数切捨て後の金額）は、別紙２の第２の１（１）ないし（５）の上記各

課税期間の期限後申告（平成２９年課税期間については修正申告）に係る金額と同額

（平成２６年課税期間１７９５万３０００円（端数切捨て前４３８万０８４３円と１３

５７万３９５３円）、平成２７年課税期間１４２３万４０００円（端数切捨て前１４２

３万４７９２円）、平成２８年課税期間１１１５万７０００円（端数切捨て前１１１５

万７９０９円）、平成２９年課税期間１０１０万９０００円（端数切捨て前１０１０万

９７５２円）、平成３０年課税期間１２７１万９０００円（端数切捨て前１２７１万９

５４８円））である。 

       上記各課税期間の期限後申告（平成２９年課税期間については修正申告）に係る金額

は、松戸税務署の調査担当職員が令和元年７月２９日から同年１２月１７日まで行った

原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等及び平成２６年課税期間ないし平成

３０年課税期間の消費税等の調査において、原告の事業の上記各課税期間の決算書を基

に算出した金額であり、上記各課税期間の期限後申告（平成２９年課税期間については

修正申告）に係る金額が原告の上記各課税期間の消費税等の課税売上額であると認める

ことができる。 

       したがって、原告の上記各課税期間の消費税等の課税売上額は被告が主張する上記金

額である。 

    （イ）被告が主張する原告の平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の課

税仕入れに係る支払対価の額（税込み）（別紙３の第２の１ないし５の各（３））は、別

紙２の第２の１（１）ないし（５）の上記各課税期間の期限後申告（平成２９年課税期

間については修正申告）に係る金額と同額（平成２６年課税期間７２３万４０２２円、

平成２７年課税期間９２０万１２６５円、平成２８年課税期間７３９万５４３１円、平

成２９年課税期間５９４万９４００円、平成３０年課税期間７６３万７０１８円）であ

る。 

       上記各課税期間の期限後申告（平成２９年課税期間については修正申告）に係る金額

は、松戸税務署の調査担当職員が令和元年７月２９日から同年１２月１７日まで行った

原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等及び平成２６年課税期間ないし平成

３０年課税期間の消費税等の調査において、原告の事業の上記各課税期間の決算書を基

に算出した金額であり、上記各課税期間の期限後申告（平成２９年課税期間については

修正申告）に係る金額が原告の上記各課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額である

と認めることができる。 

       したがって、原告の上記各課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額は被告が主張す

る上記金額である。 

       この点について、原告が審査請求の審理において担当国税審判官に対して提出した外

注費等内訳書（乙４７）に修正申告に係る必要経費の金額に算入されている外注費等の

金額と異なる外注費等の金額が記載されていることは、上記ア（イ）のとおりであるが、

原告は、その外注費等内訳書に係る外注費等の金額の支払の事実を立証していないので

あり、当該外注費等の金額が課税仕入れに係る支払対価の額であると認めることはでき
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ない。 

       そうすると、原告の事業の真実の課税仕入れに係る支払対価の額が修正申告等におけ

る課税仕入れに係る支払対価の額より多額であると認めることはできないのであり、修

正申告等における納付すべき税額が過大であると認めることはできない。 

    ウ 本件各所得税通知処分の適法性について 

      上記アによれば、原告の平成２６年分ないし平成３０年分の所得税等の納付すべき税額

は、別紙３の第 1 の３ないし７の各（４）のとおり、平成２６年分５６万８１００円、平

成２７年分４６万５６００円、平成２８年分１２万９４００円、平成２９年分１８万９４

００円、平成３０年分４２万０９００円であるところ、これらの金額は、別紙２の第１の

２の各（３）ないし（７）の平成２６年分ないし平成３０年分の所得税等の修正申告に係

る納付すべき税額と同額であるから、原告が令和２年３月１２日に処分行政庁に対してし

た平成２６年分ないし平成３０年分の所得税等についての更正の請求は理由がなく、処分

行政庁が令和２年６月１１日付けで原告に対してした更正をすべき理由がない旨の通知処

分（本件各所得税通知処分）は適法である。 

    エ 本件各消費税通知処分の適法性について 

      上記イによれば、原告の平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の納

付すべき税額は、別紙３の第２の１ないし５の各（７）のとおり、平成２６年課税期間７

９万４３００円、平成２７年課税期間４５万７１００円、平成２８年課税期間３４万４６

００円、平成２９年課税期間３６万８０００円、平成３０年課税期間４５万１８００円で

あるところ、これらの金額は、別紙２の第２の１の各（１）ないし（５）の平成２６年課

税期間ないし平成２８年課税期間及び平成３０年課税期間の消費税等の期限後申告に係る

納付すべき税額並びに平成２９年課税期間の消費税等の修正申告に係る納付すべき税額

（期限後申告に係る既確定税額を差し引く前の納付税額）と同額であるから、原告が令和

２年３月１２日に処分行政庁に対してした平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間

の消費税等についての更正の請求は理由がなく、処分行政庁が令和２年６月１１日付けで

原告に対してした更正をすべき理由がない旨の通知処分（本件各消費税通知処分）は適法

である。 

    オ 本件各所得税加算税賦課決定の適法性について 

      原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、平成２４年分ないし平成３０年分の

所得税等の確定申告をし（別紙２の第１の１（１）ないし（７））、その後、松戸税務署の

調査担当職員の勧奨を受けて、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、上記各年分の

所得税等の修正申告をしたのである（別紙２の第１の２（１）ないし（７））から、国税

通則法６５条１項（過少申告加算税）の規定に該当する。 

      ところで、原告は、その事業として、売上先から単独工事及び外注工事を受注し、単独

工事の施工を自ら行うほか外注先に外注工事を発注し、売上先に工事代金を請求し、売上

先から本件口座への振込み（一部は現金や手形）により工事代金の支払を受け、本件口座

からの振込み（一部は現金や手形）により外注費ほかの必要経費（材料費等）の支払を行

っていたのであり、本件口座の預金通帳の記帳を行い請求額と入金額が一致していること

を確認するなどして、その事業に係る収入金額及び必要経費の金額を正確に把握していた。

しかし、原告は、平成２２年頃、個人で型枠工事行を行うようになった際に、処分行政庁
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に対し、個人事業の開業届出書を提出せず、平成２３年２月、処分行政庁に対し、電子申

告・納税等開始届出書を提出した際には、職業を無職とし、平成２４年分ないし平成２６

年分の所得税等の確定申告においても、職業を無職としていたのであり、そのことを前提

として、上記各年分の所得税等の確定申告において、自らの所得の区分を雑所得として、

事業所得が存在しないことを装った上、売上金額のごく一部のみを作為的に申告し、収入

金額や所得金額を著しく低く装い、納付すべき税額を０円としていた。原告は、平成２７

年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告において、職業を建設業とし、自らの所得

の区分を事業所得としたものの、その確定申告においても、売上金額の相当部分を作為的

に除外した集計メモをあらかじめ作成し申告書作成会場に持参して、それを基に収支内訳

書を作成し、意図的に収入金額や所得金額の相当部分が存在しないことを装い、納付すべ

き税額を０円ないし著しく低い金額としていた。原告は、現在に至るまで、その事業に係

る取引の年月日や売上先等、売上金額等を記載した帳簿を提示せず、原始記録も一部を除

き提示しないのであり、原始資料を保存せず、散逸するに任せていたものである。 

      そうすると、原告は、平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告において、

当初から所得を過少に申告することを意図し、その意図を外部から窺い得る特段の行動を

した上、その意図に基づき過少申告をしたものであるから、課税標準等又は税額等の計算

の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装した

ところに基づき期限内申告をしていたということができるのであり、国税通則法６８条１

項の規定に該当する。なお、重加算税の課税要件を満たすときは、国税通則法７０条４項

１号に該当し、賦課決定の除斥期間は７年間となる。 

      そして、平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等の修正申告に基づき新たに納付す

べきこととなった税額の計算の基礎となった事実のうちに、それらの修正申告前の税額の

計算の基礎とされていなかったことについて国税通則法６５条４項の正当な理由があると

認められるものはないから、上記各年分の所得税等の修正申告に基づく納付すべき税額に

ついて、同法６８条１項の規定により、過少申告加算税に代え、別紙３（課税処分及び通

知処分の根拠）の第１の１ないし７の各（５）のとおり、平成２４年分として１５万７５

００円の重加算税が、平成２５年分として２３万８０００円の重加算税が、平成２６年分

として１９万６０００円の重加算税が、平成２７年分として１５万７５００円の重加算税

が、平成２８年分として４万２０００円の重加算税が、平成２９年分として６万３０００

円の重加算税が、平成３０年分として１４万７０００円の重加算税が、それぞれ課される

べきであり、その金額は、別紙２（課税処分及び通知処分の経緯）の第１の３の本件各所

得税加算税賦課決定が賦課した上記各年分の所得税等についての重加算税の額と同額であ

るから、処分行政庁が令和２年１月２７日付けで原告に対してした平成２４年分ないし平

成３０年分の所得税等についての重加算税の賦課決定である本件各所得税加算税賦課決定

は適法である。 

      原告は、請求書（乙１０の１及び２）及び本件口座の預金通帳を基として売上金の集計

メモを作成していた、作業日報を基として外注費の集計メモを作成していた、本件口座の

預金通帳や現金の授受の方法により支払った領収書を基としてその他の経費の集計メモを

作成していたとする（乙５）が、売上金の集計メモと本件口座に入金された金額を対比す

ると、Ｅに対する売上金額はおおむね全て計上されているのに対して、その他の売上先
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（Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｍ、Ｊ）に対する売上金額は一部を除いて計上されておらず、売上金の集

計メモに記載された売上金額と本件口座に入金された金額との間には開差が生じている。 

    カ 本件各消費税加算税賦課決定の適法性について 

      原告は、松戸税務署の調査担当職員の勧奨を受けて、令和元年１２月１７日、法定申告

期限後に、処分行政庁に対し、平成２６年課税期間ないし平成２８年課税期間及び平成３

０年課税期間の消費税等の確定申告をしたのである（別紙２の第２の１（１）ないし（３）

及び（５））から、国税通則法６６条１項１号（無申告加算税）の規定に該当し、平成２

９年課税期間については、平成３０年５月２９日、法定申告期限後に、処分行政庁に対し、

上記課税期間の消費税等の確定申告をし、その後、松戸税務署の調査担当職員の勧奨を受

けて、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、上記課税期間の消費税等の修正申告を

したのである（別紙２の第２の１（４））から、国税通則法６６条１項２号（無申告加算

税）の規定に該当する。 

      ところで、原告が、その事業に係る収入金額及び必要経費の金額を正確に把握していた

が、平成２６年分の所得税等の確定申告まで、職業を無職と申告し、そのことを前提とし

て、平成２４年分ないし平成２６年分の所得税等の確定申告において、売上金額のごく一

部のみを作為的に申告し、収入金額や所得金額を著しく低く装い、平成２７年分ないし平

成３０年分の所得税等の確定申告においても、売上金額の相当部分を作為的に除外した集

計メモを基に収支内訳書を作成し、意図的に収入金額や所得金額の相当部分が存在しない

ことを装っていたことは、上記オのとおりである。原告は、平成２７年分の所得税等の確

定申告の際に、申告書作成会場の職員から、平成２９年課税期間から消費税等の申告が必

要になると指導を受けたことから、消費税等の納税をしたくないと考え、平成２８年分以

降の所得税等の確定申告において、売上金額が１０００万円を超えないよう、売上金の集

計メモを作成するに当たり、主な売上先であるＥに対する売上金額を記載した後、他の売

上先に対する売上金額を調整し、合計１０００万円を超えないようにして、売上金額を少

なく申告していたものであり、平成３０年分の売上金の集計メモの作成の際には、売上金

額が１０００万円を超えないようにするため、平成３０年１１月３０日付けのＪ宛の請求

書に係る売上金額を計算から除いている（乙５、６）。原告は、平成２６年分ないし平成

３０年分の所得税等の確定申告において、売上金額のごく一部のみを作為的に申告し、消

費税等の課税売上や課税仕入れを低く装い、平成２６年課税期間ないし平成２８年課税期

間及び平成３０年課税期間の消費税等についての申告をせず、平成２９年課税期間につい

ては、同課税期間の消費税等の期限後申告において、納付すべき税額を相当に低いものと

していたものである。 

      そうすると、原告は、平成２６年課税期間ないし平成２８年課税期間及び平成３０年課

税期間の消費税等について、当初から確定申告をしないことを意図し、その意図を外部か

ら窺い得る特段の行動をした上、その意図に基づき確定申告をしなかったものであるから、

課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、

その隠蔽し、又は仮装したところに基づき法定申告期限までに確定申告をしなかったとい

うことができるのであり、国税通則法６８条２項の規定に該当し、平成２９年課税期間に

ついては、同課税期間の消費税等の確定申告において、当初から課税売上を過少に申告す

ることを意図し、その意図を外部から窺い得る特段の行動をした上、その意図に基づき過
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少申告をしたものであるから、課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部

又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき期限後申告を

していたということができるのであり、国税通則法６８条２項の規定に該当する。なお、

重加算税の課税要件を満たすときは、国税通則法７０条４項１号に該当し、賦課決定の除

斥期間は７年間となる。 

      そして、平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の期限内申告がなか

ったことについて国税通則法６６条１項ただし書の正当な理由があると認められるものは

ないから、上記各課税期間の消費税等の期限後申告（平成２９年課税期間については修正

申告）に基づく納付すべき税額について、同法６８条２項の規定により、無申告加算税に

代え、別紙３（課税処分及び通知処分の根拠）の第２の１ないし５の各（８）及び（９）

のとおり、平成２６年課税期間について６０００円の無申告加算税及び３０万円の重加算

税が、平成２７年課税期間について１万２０００円の無申告加算税及び１４万８０００円

の重加算税が、平成２８年課税期間について１万８０００円の無申告加算税及び８万４０

００円の重加算税が、平成２９年課税期間について４５００円の無申告加算税及び８万４

０００円の重加算税が、平成３０年課税期間について１万６５００円の無申告加算税及び

１３万２０００円の重加算税が、それぞれ課されるべきであり、その金額は、別紙２（課

税処分及び通知処分の経緯）の第２の２の本件各消費税加算税賦課決定（ただし、①平成

２７年課税期間及び平成２８年課税期間については、平成２７年消費税加算税賦課決定及

び平成２８年消費税加算税賦課決定を吸収した令和２年７月２７日付け無申告加算税及び

重加算税の賦課決定の変更決定、②平成２９年課税期間及び平成３０年課税期間について

は、令和２年７月２７日付け無申告加算税及び重加算税の賦課決定の変更決定により減額

された後の平成２９年消費税加算税賦課決定及び平成３０年消費税加算税賦課決定。別紙

２の第２の４（２））が賦課した上記各課税期間の消費税等についての無申告加算税及び

重加算税の額と同額であるから、処分行政庁が令和２年１月２７日付けで原告に対してし

た平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等についての重加算税の賦課決

定である本件各消費税加算税賦課決定は適法である。 

    （原告の主張） 

    ア 事業所得の金額について 

    （ア）事業所得に係る総収入金額について、被告は、平成２４年分の金額を１６３４万２３

９９円と主張するが、１８５４万２３６４円の誤りであり、同様に、平成２５年分の金

額（２１２０万７６５９円）は１７４１万４５８３円の誤り、平成２６年分の金額（１

９２５万９７５６円）は１０７６万２７０４円の誤り、平成２７年分の金額（１５３７

万３５７６円）は１５２４万４３００円の誤り、平成２８年分の金額（１２０５万０５

４２円）は１１８３万１４９４円の誤り、平成２９年分の金額（１０９１万８５３３円）

は１４６３万１１１７円の誤り、平成３０年分の金額（１３７３万７１１２円）は１３

６９万６４８０円の誤りである。 

       平成３０年１１月３０日付けの J宛の請求書に係る出来高の売上金額２５１万円の入

金は、未成工事であることから、平成３０年分の事業所得に係る総収入金額に計上する

ことを要しない。 

    （イ）事業所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額について、被告は、平成２４年分
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の外注費を７１９万０６５６円と主張するが、１４７４万８２９２円（本件口座からの

振込金額７６９万８２９２円と、現金払金額７０５万円の合計額。内訳は次のａのとお

り）の誤りであり、同様に、平成２５年分の外注費（９３３万１３７０円）は１１７３

万５７００円（本件口座からの振込金額３１３万８２００円と、現金払金額８５９万７

５００円の合計額。内訳は次のｂのとおり）の誤り、平成２６年分の外注費（８４７万

４２９３円）は１０８９万４１３６円（本件口座からの振込金額４２２万６２３６円と、

現金払金額６６６万７９００円の合計額。内訳は次のｃのとおり）の誤り、平成２７年

分の外注費（７１８万２２５０円）は８１５万６５２６円（本件口座からの振込金額３

０７万６５２６円と、現金払金額５０８万円の合計額。内訳は次のｄのとおり）の誤り、

平成２８年分の外注費（５５８万５０００円）は５２０万８０００円（本件口座からの

振込金額２５万円と、現金払金額４９５万８０００円の合計額。内訳は次のｅのとおり）

の誤り、平成２９年分の外注費（４５２万４４０５円）は５３６万７２００円（本件口

座からの振込金額４４万３２８０円と、現金払金額４９２万４０００円の合計額。内訳

は次のｆのとおり）の誤り、平成３０年分の外注費（５６９万７９００円）は６５７万

７１７４円（本件口座からの振込金額１２５万３１７４円と、現金払金額５３２万４０

００円の合計額。内訳は次のｇのとおり）の誤りである。 

       原告は、松戸税務署の調査担当職員に対し、外注先の名刺や連絡先を知らせたが、調

査担当職員は、反面調査において、売上金額のみについて調査しており、外注先に対す

る外注費の調査はしていないのであり、上記金額が適正な金額である。 

       ａ 平成２４年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           丁 ２３２万８８８５円 

           戊 ２２万２７２０円 

           Ｎ １２２万３８９０円 

           Ｏ １９６万０３７５円 

           Ｐ １８６万１９９０円 

           Ｑ ４５万００００円 

           Ｒ ５万０４３２円 

        （ｂ）現金払金額 

           Ｑ ３５５万００００円 

           Ｓ ３５０万００００円 

       ｂ 平成２５年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           Ｔ ９万０１０５円 

           丁 １３２万５６８０円 

           Ｏ １４９万７１００円 

           Ｕ ３１万５４２０円 

        （ｂ）現金払金額 

           Ｑ ４５０万００００円 

           Ｓ ２５０万００００円 
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           Ｐ ７０万００００円 

           Ｎ ８９万７５００円 

       ｃ 平成２６年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           丁 １３９万６２００円 

           Ｏ ２３７万４７５２円 

           Ｖ １４万０４２０円 

           Ｅ ３１万４８６４円 

        （ｂ）現金払金額 

           Ｖ １万２５００円 

           Ｑ ４６５万５４００円 

           Ｓ ２００万００００円 

       ｄ 平成２７年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           Ｏ １３２万２１６０円 

           Ｎ １３万８８３２円 

           Ｐ ５０万２４８６円 

           Ｅ ６８万１２３２円 

           Ｗ ４２万２８２２円 

        （ｂ）現金払金額 

           丁 ４０万００００円 

           Ｑ ４６８万００００円 

       ｅ 平成２８年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           Ｘ ２５万００００円 

        （ｂ）現金払金額 

           丁 ４５万００００円 

           Ｑ ４５０万８０００円 

       ｆ 平成２９年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           Ｅ ４４万３２８０円 

        （ｂ）現金払金額 

           丁 １５万００００円 

           Ｑ ４７７万４０００円 

       ｇ 平成３０年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           Ｆ ９０万７１４２円 

           Ｅ ３２万４４３２円 

           Ｗ ２万１６００円 

        （ｂ）現金払金額 
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           丁 ２８万００００円 

           Ｑ ４８４万４０００円 

           丙 ２０万００００円 

    （ウ）事業所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額について、調査結果の説明書（乙

２５）は、平成２７年分ないし平成３０年分の平均経費率を算出するに当たり、平成２

７年分の損害保険料、減価償却費、福利厚生費、平成２８年分の通信費、土建組合費、

平成２９年分の土建組合費、平成３０年分の金物代を除外しているのであり、適切でな

い。この平均経費率の算出は、松戸税務署の調査担当職員が独断で行ったものにすぎな

い。平成２４年分ないし平成３０年分の材料費その他の経費としては次のａないしｇな

どがある（括弧内の金額は、調査担当職員が平均経費率により算出した推計額（平成２

６年分）又は平均経費率の算出のため使用した金額（平成２７年分ないし平成３０年分）

である。）。 

       ａ 平成２４年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           株式会社Ｙ材料費 １１６万２９４４円 

           Ｚ ６万０６９０円 

        （ｂ）現金払金額 

           Ⓐ ２７万００００円 

       ｂ 平成２５年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           Ｙ材料費 ３５万６５２２円 

           Ⓑ ３２万８０００円 

        （ｂ）現金払金額 

           Ⓐ ２０万００００円 

       ｃ 平成２６年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           Ｙ材料費 １０８万１０２４円 

           Ⓑ １３万１４３２円 

           Ｚ １万２２７０円 

        （ｂ）現金払金額 

           Ⓐ ２７万００００円 

           （平均経費率による算出においてはリース料１９万６４５０円） 

           Ⓒ １９万７８８０円 

           （平均経費率による算出においては土建組合費６万５４８３円） 

           通信費 １４万１０８６円 

           （平均経費率による算出においては通信費２万１１８６円） 

           福利厚生 ２３万８５２０円 

           （平均経費率による算出においては福利厚生費３万８５２０円） 

       ｄ 平成２７年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 
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           Ｙ材料費 ７２万３２９８円 

        （ｂ）現金払金額 

           Ⓐ ２７万００００円 

           （平均経費率の算出においてはリース料１０万８９７９円） 

           通信費 １４万４２７６円 

           （平均経費率の算出においては通信費２万４２７６円） 

           福利厚生 ２４万００００円 

           （平均経費率の算出においては福利厚生費０円） 

           土建組合 １９万７８８０円 

           （平均経費率の算出においては土建組合費０円） 

       ｅ 平成２８年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           Ｙ材料費 ７９万３６５３円 

        （ｂ）現金払金額 

           Ⓐ ２７万００００円 

           （平均経費率の算出においてはリース料４万９３５０円） 

           通信費 １２万００００円 

           （平均経費率の算出においては通信費０円） 

           福利厚生 ２５万７３１５円 

           （平均経費率の算出においては福利厚生費１万７３１５円） 

           ガソリン代 ３５万００００円 

           （平均経費率の算出においてはガソリン代１８万０００５円） 

           土建組合 １９万８０４０円 

           （平均経費率の算出においては土建組合費２万４６００円） 

       ｆ 平成２９年分 

        （ａ）本件口座からの振込金額 

           なし 

        （ｂ）現金払金額 

           Ｙ材料費 ３６万２２４４円 

           Ⓐ ２５万００００円 

           （平均経費率の算出においてはリース料２０万０１５０円） 

           通信費 ２０万３２００円 

           （平均経費率の算出においては通信費３２００円） 

           福利厚生 ２０万８２５０円 

           （平均経費率の算出においては福利厚生費８２５０円） 

           ガソリン代 ３５万００００円 

           （平均経費率の算出においてはガソリン代１２万２５５２円） 

           土建組合 １９万８０４０円 

           （平均経費率の算出においては土建組合費０円） 

       ｇ 平成３０年分 
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        （ａ）本件口座からの振込金額 

           なし 

        （ｂ）現金払金額 

           通信費 ２３万１１１２円 

           （平均経費率の算出においては通信費３万１１１２円） 

           福利厚生 ２０万７７５０円 

           （平均経費率の算出においては福利厚生費７万７５００円） 

           土建組合 １９万８０４０円 

           （平均経費率の算出においては土建組合費１５万６２２０円） 

    イ 消費税等の納付義務について 

      原告は、平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の期限後申告書に押

印をする際に、松戸税務署の調査担当職員から、個人事業の廃止届を提出すれば消費税は

免除されるので個人事業の廃止届を提出するよう言われた。原告は、この調査担当職員の

言葉に従い、処分行政庁に対し、個人事業の廃止届を提出したのであるから、上記各課税

期間の消費税等の納付義務を負わない。 

    ウ 本件各所得税加算税賦課決定の違法性 

      原告は、松戸税務署の申告書作成会場の職員から、本人分のみ申告すればよいと言われ

たことから、その言葉に従って申告をしていたのであり、平成２４年分ないし平成３０年

分の所得税等について過少申告をしていない。 

      仮に原告が上記各年分の所得税等について過少申告をしたものであるとしても、原告は、

故意に不正申告をしていない。原告は、松戸税務署の調査担当職員などに対し、税金を払

いたくないなどと言ったことがない。 

    エ 本件各消費税加算税賦課決定の違法性 

      原告が平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の納付義務を負わない

ことは、上記イのとおりであり、原告は、上記各課税期間の消費税等の申告義務を負わな

いから、上記各課税期間の消費税等について無申告加算税の賦課要件に該当するものでな

い。 

      仮に、原告が、上記各課税期間の消費税等の納付義務を負い、上記各課税期間の消費税

等について無申告加算税の賦課要件に該当するものであるとしても、原告が、故意に不正

申告をしておらず、原告が、松戸税務署の調査担当職員などに対し、税金を払いたくない

などと言ったことがないことは、上記ウのとおりである。 

 第３ 当裁判所の判断 

  １ 平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消費税加算税賦課決定の取消しの訴えの適

否 

    原告が、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、平成２６年課税期間ないし平成３０年

課税期間の消費税等の期限後申告（平成２９年課税期間については修正申告）をしたこと

（別紙２の第２の１）を受けて、処分行政庁が、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、

①平成２６年課税期間の消費税等について、無申告加算税の額の基礎となる税額４万円、無

申告加算税の額６０００円、重加算税の額の基礎となる税額７５万円、重加算税の額３０万

円とする無申告加算税及び重加算税の賦課決定を、②平成２７年課税期間の消費税等につい
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て、無申告加算税の額の基礎となる税額９万円、無申告加算税の額１万３５００円、重加算

税の額の基礎となる税額３５万円、重加算税の額１４万円とする無申告加算税及び重加算税

の賦課決定を、③平成２８年課税期間の消費税等について、無申告加算税の額の基礎となる

税額１４万円、無申告加算税の額２万１０００円、重加算税の額の基礎となる税額２０万円、

重加算税の額８万円とする無申告加算税及び重加算税の賦課決定を、④平成２９年課税期間

の消費税等について、重加算税の額の基礎となる税額２５万円、重加算税の額１０万円とす

る重加算税の賦課決定を、⑤平成３０年課税期間の消費税等について、無申告加算税の額の

基礎となる税額５万円、無申告加算税の額７５００円、重加算税の額の基礎となる税額３９

万円、重加算税の額１５万６０００円とする無申告加算税及び重加算税の賦課決定を、それ

ぞれしたことは、別紙２の第２の２のとおりである（平成２９年課税期間については、平成

３０年６月２７日付けで、無申告加算税の額の基礎となる税額１１万円、無申告加算税の額

５５００円とする無申告加算税の賦課決定をしていた。別紙２の第２の１（４））。原告は、

令和２年２月２３日、国税不服審判所長に対し、上記の無申告加算税及び重加算税の賦課決

定（平成２９年課税期間については重加算税の賦課決定）についての審査請求をした（別紙

２の第２の４（１）。平成２９年課税期間に係る無申告加算税の賦課決定については不服申立

てがされていない。）ところ、処分行政庁は、無申告加算税の対象となるべき地代家賃の金額

に誤りがあったこと（平成２９年課税期間については地代家賃の金額のうちに無申告加算税

の対象となるべき金額があったこと）から（前提事実（３）キ）、令和２年７月２７日付けで、

原告に対し、（平成２６年課税期間については変更決定をしなかったものの、）⑥平成２７年

課税期間の消費税等について、無申告加算税の額の基礎となる税額８万円、無申告加算税の

額１万２０００円、重加算税の額の基礎となる税額３７万円、重加算税の額１４万８０００

円とする無申告加算税及び重加算税の賦課決定の変更決定を、⑦平成２８年課税期間の消費

税等について、無申告加算税の額の基礎となる税額１２万円、無申告加算税の額１万８００

０円、重加算税の額の基礎となる税額２１万円、重加算税の額８万４０００円とする無申告

加算税及び重加算税の賦課決定の変更決定を、⑧平成２９年課税期間の消費税等について、

無申告加算税の額の基礎となる税額３万円、無申告加算税の額４５００円、重加算税の額の

基礎となる税額２１万円、重加算税の額８万４０００円とする無申告加算税の賦課決定及び

重加算税の賦課決定の変更決定を、⑨平成３０年課税期間の消費税等について、無申告加算

税の額の基礎となる税額１１万円、無申告加算税の額１万６５００円、重加算税の額の基礎

となる税額３３万円、重加算税の額１３万２０００円とする無申告加算税及び重加算税の賦

課決定の変更決定を、それぞれした（別紙２の第２の４（２））。 

    そこで、平成２７年課税期間の消費税等について、無申告加算税の額の基礎となる税額９万

円、無申告加算税の額１万３５００円、重加算税の額の基礎となる税額３５万円、重加算税

の額１４万円とする無申告加算税及び重加算税の賦課決定（平成２７年消費税加算税賦課決

定、上記②）及び、平成２８年課税期間の消費税等について、無申告加算税の額の基礎とな

る税額１４万円、無申告加算税の額２万１０００円、重加算税の額の基礎となる税額２０万

円、重加算税の額８万円とする無申告加算税及び重加算税の賦課決定（平成２８年消費税加

算税賦課決定、上記③）と、平成２７年課税期間の消費税等について、無申告加算税の額の

基礎となる税額８万円、無申告加算税の額１万２０００円、重加算税の額の基礎となる税額

３７万円、重加算税の額１４万８０００円とする無申告加算税及び重加算税の賦課決定の変
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更決定（上記⑥）及び、平成２８年課税期間の消費税等について、無申告加算税の額の基礎

となる税額１２万円、無申告加算税の額１万８０００円、重加算税の額の基礎となる税額２

１万円、重加算税の額８万４０００円とする無申告加算税及び重加算税の賦課決定の変更決

定（上記⑦）との関係についてみると、平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消

費税加算税賦課決定は、いずれも、令和２年７月２７日付けで、無申告加算税及び重加算税

の総額を増額する上記の無申告加算税及び重加算税の賦課決定の変更決定がされたことによ

り、それぞれの変更決定に吸収され一体となり消滅したというべきである。けだし、国税通

則法６５条１項の規定による過少申告加算税と同法６８条１項の規定による重加算税は、い

ずれも申告納税方式による国税について過少な申告をした納税者に対する行政上の制裁とし

て賦課されるものであり、同一の修正申告又は更正に係るものである限りその賦課及び税額

等の計算の基礎を同じくし、ただ、重加算税は、過少申告加算税の賦課要件に該当すること

に加えて、当該納税者が、その国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の

全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づいて納税申告

書を提出する不正な手段を用いたという特別の事由が存する場合に、過少申告加算税より重

い制裁を課するものであるから、重加算税の賦課決定は、過少申告加算税の賦課決定と別個

独立の処分でなく、過少申告加算税の賦課決定に相当する部分を含んでいると解するのが相

当である（最高裁判所昭和５８年１０月２７日第一小法廷判決・民集３７巻８号１１９６頁）。

そして、この見地からすると、重加算税の賦課決定についての審査請求において、重加算税

の加重事由である隠蔽又は仮装の事実の存在は認められないが、過少申告加算税の賦課要件

の存在は認められる場合、重加算税の賦課決定を全部取り消した上、改めて過少申告加算税

の賦課決定をさせるべきものでなく、重加算税の額のうち、重加算税の加重事由に相当する

部分についてのみ重加算税の賦課決定を取り消し、過少申告加算税に相当する部分は維持す

べきであることとなるのであり（上記最高裁判所昭和５８年１０月２７日第一小法廷判決）、

加算税の額の計算の基礎となる税額のうち、当初の賦課決定においては重加算税の加重事由

が存在するものとして重加算税の対象とされていた部分が、賦課決定の変更決定により、過

少申告加算税の賦課要件のみが存在するものとして過少申告加算税の対象とされた場合、そ

れにより生ずる重加算税の対象とされる部分と過少申告加算税の対象とされる部分の増減は

一つの処分の中の加算税の額の計算の変更にすぎないから、賦課決定の変更決定により加算

税の額が増加したか減少したかは、過少申告加算税と重加算税をそれぞれ別個に観察し判定

すべきものでなく、過少申告加算税と重加算税を合わせて判定するのが相当であるところ、

無申告加算税は、過少申告加算税と同様に、申告納税方式による国税について申告義務に違

反する行為をした納税者に対する行政上の制裁として賦課されるものであり、その本質にお

いて過少申告加算税と異ならない（最高裁判所昭和４０年２月５日第二小法廷判決・民集１

９巻１号１０６頁）から、上記の理は無申告加算税と重加算税との関係においても同様に当

てはまると考えることができる。そうすると、平成２７年課税期間の消費税等について、平

成２７年消費税加算税賦課決定（上記②）が定める無申告加算税の額１万３５００円、重加

算税の額１４万円を、無申告加算税の額１万２０００円、重加算税の額１４万８０００円と

した変更決定（上記⑥）及び、平成２８年課税期間の消費税等について、平成２８年消費税

加算税賦課決定（上記③）が定める無申告加算税の額２万１０００円、重加算税の額８万円

を、無申告加算税の額１万８０００円、重加算税の額８万４０００円とした変更決定（上記
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⑦）は、いずれも当初の賦課決定が定める無申告加算税及び重加算税の総額を増額するもの

であることとなるところ、一個の納税義務の発生原因たる課税要件事実は実体的に一体不可

分であり、これを分断して部分ごとに認定し納付すべき税額を部分的に確定することはでき

ないから、当初の賦課決定が定める加算税の額を増額する変更決定は当該加算税の賦課要件

を全体的に見直しその加算税の税額を総額的に確定したものとみるべきであり、当初の賦課

決定は変更決定の処分内容として吸収され一体となり消滅すると解するのが相当である。 

    このように、平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消費税加算税賦課決定が、い

ずれも、令和２年７月２７日付けで、無申告加算税及び重加算税の総額を増額する無申告加

算税及び重加算税の賦課決定の変更決定がされたことにより、それぞれの変更決定に吸収さ

れ一体となり消滅していることによれば、本件訴えのうち平成２７年消費税加算税賦課決定

及び平成２８年消費税加算税賦課決定の取消しを求める部分は、いずれも、各賦課決定の取

消しを求める訴えの利益が失われているというべきであり、不適法である。 

    なお、平成２９年課税期間の消費税等について、平成２９年消費税加算税賦課決定（上記④）

が定める重加算税の額１０万円を、無申告加算税の額４５００円、重加算税の額８万４００

０円とした変更決定（上記⑧）及び、平成３０年課税期間の消費税等について、平成３０年

消費税加算税賦課決定（上記⑤）が定める無申告加算税の額７５００円、重加算税の額１５

万６０００円を、無申告加算税の額１万６５００円、重加算税の額１３万２０００円とした

変更決定（上記⑨）は、いずれも当初の賦課決定が定める無申告加算税及び重加算税の総額

を減額するものであることとなるところ、当初の賦課決定が定める加算税の額を減額する変

更決定は、当初の賦課決定により確定した納付すべき税額を一部取り消すものとみるべきで

あり、それにより減少した税額に係る部分以外の当初の賦課決定に影響を及ぼさないと解さ

れるから、本件訴えのうち平成２９年消費税加算税賦課決定及び平成３０年消費税加算税賦

課決定（いずれも令和２年７月２７日付け変更決定により減額された後のもの）の取消しを

求める部分はいずれも各賦課決定の取消しを求める訴えの利益が失われていないというべき

である。 

  ２ 認定事実 

    前提事実に加え、各項に掲記の証拠並びに弁論の全趣旨によれば、次の事実を認めることが

できる。 

  （１）松戸税務署の調査担当職員は、令和元年７月１７日から同年１２月１７日まで、原告の平

成２４年分ないし平成３０年分の所得税等及び平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期

間の消費税等の調査を行った。（乙１３） 

  （２）原告は、令和元年７月２９日、松戸税務署の調査担当職員に対し、次のとおり申述した。

調査担当職員は、原告に対し、事業所得に係る帳簿及び原始記録の提示を求めたところ、原

告は、平成３０年分の売上金額に係る請求書の控えの一部、平成３０年分の必要経費に係る

領収書の一部、平成３０年分の売上金額、外注費、その他の経費の各集計メモ、本件口座の

預金通帳、作業員名簿を提示した。（乙５、１３、１６） 

    ア 平成２５年から平成２６年までは、Ｅで仕事の手伝いをする程度であったため、事業所

得の確定申告をする必要はないと思っていた。平成２７年から、個人事業主として仕事を

していた。 

    イ 本件口座に振り込まれた入金額が正しいか確認するため、月に１度は、本件口座の預金
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通帳の記帳を行い、売上先に発行した請求書の金額と一致することを確認していた。 

    ウ 所得税等の確定申告書に添付した収支内訳書は、自宅で作成した集計メモを申告書作成

会場に持参して作成していた。売上金額の集計メモは、本件口座に振り込まれた金額を基

に作成した。外注費の集計メモは、作業日報を基に作成した。その他の経費の集計メモは、

現金で支払った領収書や本件口座の預金通帳を基に作成した。集計メモは、平成３０年分

だけでなく、平成２７年分ないし平成２９年分も作成していた。 

    エ Ｊ宛て平成３０年１１月３０日付け請求書（●●擁壁工事に係る請求金額２４８万０２

２０円とするもの。乙５の１０枚目）の売上金額については、工事が年を跨いだことから

（乙１３）、平成３０年分の売上金額が１０００万円を超えてしまい、消費税等の課税事

業者となることがないようにするため、その年分の売上金額から除外した。 

    オ 平成２７年分の所得税等の確定申告において、売上金額が１０００万円を超えたことか

ら、申告書作成会場の担当職員から、翌々年である平成２９年課税期間からは課税事業者

として消費税等を納付しなければならないと教えられたが、消費税等を納付したくないと

考え、Ｊに対する売上金額を除外した。 

  （３）松戸税務署の調査担当職員は、令和元年８月１日、Ｋ銀行松戸支店に対する照会を行い、

本件口座の取引推移一覧表（乙１４）を取得した。（乙１３） 

     この取引推移一覧表の平成２４年１月１日から平成３０年１２月３１日までの期間に係る

部分の「お預かり金額」欄には、「Ｅ（カ」からの工事代金の振込みに係る記載のほか、「カ）

Ｇ」「Ⓓ（カ」「カ．Ⅰ」「Ｈ（ユ」「Ⓔ（ユ」「カ）Ⓕ」「カ）Ⓖ」「カ）Ⓗ」「Ⓘ（カ」「カ）

Ⓙ」「Ⓚ（カ」「カ）Ⓛ」「ユ）Ⓜ」「カ）Ⓝ」「カ）Ⓞ」「カ）Ⓟ」「Ｆ（カ」「ユ）Ｊ」などか

らの工事代金の振込みに係る記載があり（このうちの最後のものは、Ｊからの平成３０年１

２月４日の２４８万０２２０円の工事代金の振込みに係る記載である。）、「お支払金額」欄

には、「戊」「丁」「Ｎ」「Ｏ」「Ｕ」「Ｖ」「Ｑ」「Ⓠ」「カ．Ｒ」などへの外注費の振込みの記

載、「カ）Ｙ」への材料費の振込みの記載、「カ）Ⓐ」へのリース料の振込みの記載のほか、

「Ⓡ」「Ⓢ」などへのその他の経費の振込みの記載がある。 

  （４）松戸税務署の調査担当職員は、原告の了承を得た上、令和元年８月５日から、Ｅ、Ｆ、Ｇ、

Ｉ、Ｊに対する反面調査を行った。調査担当職員は、同月２０日及び同月２２日、Ｇ及びＥ

をそれぞれ訪問し、原告と当該売上先の取引状況や、原告の工事の受注の方法、工事代金の

請求の方法について確認した。Ｇは、原告との取引は平成２５年から行われていると説明し

た。調査担当職員は、他の売上先に対しても、照会書を送付し、電話を架けるなどして、原

告との取引状況について確認し、原告作成の請求書などの写しの送付を受けた。（乙１１な

いし１３） 

  （５）原告は、令和元年８月２１日、松戸税務署の調査担当職員に対し、次のとおり申述した。

調査担当職員は、同年７月２９日の原告の申述における個人事業主として事業を行うように

なった時期の説明とＧに対する反面調査の結果が異なることから、その点について追及した

ところ、原告は、記憶違いであるとして、個人事業主として事業を行うようになったのは平

成２２年頃であるとした。（乙６、１３、１６） 

    ア 平成２７年分の所得税等の確定申告の際の申告書作成会場の担当職員の指摘にかかわら

ず、消費税等を納付したくないと考え、平成２８年分ないし平成３０年分の所得税等の確

定申告においては、売上金額が１０００万円を超えないよう少なく申告していた。 
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    イ その方法として、平成２８年分ないし平成３０年分の売上金額の集計メモを作成するに

当たり、まず主な売上先であるＥに対する売上金額を記載し、次に、他の売上先に対する

売上金額を、売上金額が合計１０００万円を超えないよう、実際より少なく記載し、又は

記載自体をしないという調整をしていた。 

    ウ 平成２８年分及び平成２９年分の集計メモは、平成３１年１月の引越しの際に誤って処

分してしまった。 

    エ 平成２４年分ないし平成２７年分の所得税等の確定申告においても、Ｄ社が倒産した後、

平成２２年に個人事業主として建設業を始めたが、生活が不安定であり、妻も病気で具合

が悪く、通院している状態であったことから、平成２４年頃、まとまった収入が得られる

ようになった後も、生活費や妻の医療費の確保を優先し、売上金額を少なく申告していた。 

  （６）原告は、令和元年９月１０日、松戸税務署の調査担当職員に対し、次のとおり申述した。

（乙１３、２４） 

    ア 平成３０年分の外注費について、Ｊから受注した工事の外注費１３万円の計上漏れが生

じている。同年１１月３０日付け請求書によりＪから振り込まれた工事代金２４８万０２

２０円を、平成３０年分の売上金額として計上することなく、平成３１年分の売上金額と

して計上することとしたことから、その受注工事に係る外注費１３万円が計上漏れになっ

ていたものである。平成２７年分ないし平成３０年分について、それ以外の経費の追加は

なく、収支内訳書に記載された金額で間違いがない。 

    イ 平成２４年分ないし平成２６年分の外注費について、本件口座から外注先の預金口座に

振り込んでいるものが外注費の金額である。本件口座からの振込みによる支払先として

「丁」「Ｏ」「Ｎ」「戊」「Ｖ」「Ｐ」に対する支払金額を確認することができる。 

    ウ 外注費の計算について、作業日報から現場ごとに人工を計算し、メモを付ける。売上金

額の入金後、あらかじめ計算してあった外注費をＱらに支払っている。 

  （７）原告は、令和元年１０月３１日、松戸税務署の調査担当職員に対し、次のとおり申述した。

原告は、同年８月２１日の申述においては、平成２４年分ないし平成２６年分の所得税等の

確定申告の内容が正しくないとしていたが、同年１０月３１日の申述においては、売上金額

から外注費及びその他の経費の金額を差し引いた残額を雑所得の収入金額とし、倉庫代など

必要経費を計上して、所得金額を正しく計算していたとした。（乙１３、１６） 

    ア 平成２４年分ないし平成２７年分の所得税等の確定申告においても、平成３０年分と同

様に、確定申告に先立ち、集計メモを作成し、申告書作成会場に持参していた。その際に、

売上金額から外注費を差し引いた自ら働いた金額のみを収入として申告するよう指導され、

その残りの金額だけで申告書を作成していた。 

    イ 平成２６年分の所得税等の確定申告の際に、申告書作成会場の担当職員から、来年から

正しい申告をするよう指導され、平成２７年分からは売上金額と外注費として申告するよ

うになった。 

  （８）松戸税務署の調査担当職員は、令和元年１１月１４日、原告の平成２４年分及び平成２５

年分の所得税等の確定申告書の添付書類を確認したところ、平成２４年分の添付書類にメモ

書き等はなく、平成２５年分の添付書類の台紙に収入、経費等の記載はあったが、集計メモ

が作成された形跡はなかった。（乙１３） 

  （９）原告は、令和元年１１月１９日、松戸税務署の調査担当職員に対し、次のとおり申述した。
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調査担当職員は、平成２４年分及び平成２５年分の所得税等の確定申告の添付書類を確認し

ても集計メモが作成された形跡はなかったことについて追及したところ、原告は、平成２４

年分ないし平成２６年分の所得税等の確定申告においては、集計メモは作成しておらず、単

独工事の売上金額のみを申告していたとした。（乙７、１３、１６、２３） 

    ア 平成２４年分ないし平成２６年分の所得税等の確定申告は正しいものでない。平成２２

年、個人で事業を始め、外注先も使うようになったが、売上金額が増えたことから、税金

が増えると考え、外注工事は除外し、単独工事の売上金額のみを報酬として申告していた。

単独工事の売上金額は月額１０万円程度であったことから、それを１２か月分とした金額

を収入金額とし、倉庫代などの金額を必要経費として、所得金額を計算した。 

    イ 平成２４年分ないし平成２６年分の所得税等についても、本件口座の預金通帳と請求書

を照らし合わせることにより売上金額は把握していたが、生活費や妻の医療費を優先して、

単独工事の売上金額のみを報酬として申告していた。外注工事の売上金額は、外注先の売

上金額であり、原告はそれを取りまとめて売上先に請求していたものである。もっとも、

原告は、外注工事の売上金額から取り分を得ていた。原告は、その取り分を自らの収入金

額に計上しなかった。 

    ウ 平成２７年分の所得税等の確定申告において、売上金額の集計メモを作成するに当たり、

請求書と本件口座の預金通帳を基に、まず主な売上先であるＥに対する売上金額を記載し、

次に他の売上先に対する売上金額は実際より少なく記載し、又は金額自体を記載しないと

いう調整をしていた。平成２７年分の集計メモも、平成３１年１月の引越しの際に誤って

処分してしまった。 

  （10）松戸税務署の調査担当職員は、令和元年１２月１７日、原告に対し、調査結果の説明書

（乙２５、２６）により、調査の結果把握した原告の平成２４年分ないし平成３０年分の売

上金額、外注費の金額、その他の経費の金額及び税額の計算について説明した上、それによ

れば平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等及び平成２６年課税期間ないし平成３０年

課税期間の消費税等のいずれについても更正又は決定をすべきであると認められるとした。

調査担当職員は、「修正申告等について」と題する書面（乙２７）により、修正申告書又は

期限後申告書を提出した場合、当該修正申告等により納付すべき税額を納付すべきこととな

るほか、過少申告加算税、無申告加算税又は重加算税を課されること、修正申告等について

不服申立てをすることはできないが、所定の期間内において更正の請求をすることができ、

加算税の賦課決定については不服申立てをすることができることなどを説明した上、平成２

４年分ないし平成３０年分の所得税等の修正申告及び平成２６年課税期間ないし平成３０年

課税期間の消費税等の期限後申告（平成２９年課税期間については修正申告）を勧奨した。

原告は、調査担当職員が提示した修正申告及び期限後申告の内容のうち外注費ほかの経費の

金額に納得することができないとし、外注費ほかの経費の金額は本件口座の預金通帳から把

握することができると申し立てた。調査担当職員は、外注費ほかの経費に関する書類が保存

されていないことを指摘した上、外注費ほかの経費の算定方法について、本来、支出した事

実を確認することができないものは必要経費として認めることができないが、原告の事業上

は経費が発生するのが通常であることを考慮し、収入金額に占める経費の割合を用いて算定

したこと（すなわち、所得税等について、原告が収支内訳書に記載した平成２７年分ないし

平成３０年分の経費の金額とおおむね同じ額を必要経費として、同期間の平均経費率を算出
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し、平成２４年分ないし平成２６年分の収入金額に当該平均経費率を乗じて、同期間の必要

経費の金額を算定したこと、消費税等についても、同じ考えに基づいて、平成２４年課税期

間ないし平成２６年課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額を算定を算定したこと）、本

件口座の預金通帳から外注費ほかの経費であると考えられる支出の金額を抽出し集計しても

上記の経費の割合を用いて算定した外注費ほかの経費の金額に及ばないことを説明し、理解

を求めた。（乙１３、１６） 

     原告は、令和元年１２月１７日、いずれも松戸税務署の調査担当職員が調査の結果に基づ

いて準備した、上記各年分の所得税等の修正申告書に署名押印をし、上記各課税期間の消費

税等の期限後申告書（平成２９年課税期間については修正申告書）の原告の記名の末尾に押

印をした上、それぞれ提出して、処分行政庁に対し、平成２４年分ないし平成３０年分の所

得税等の修正申告をし、平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の期限後

申告（平成２９年課税期間については修正申告）をした。そのため、これらの修正申告及び

期限後申告の内容は、全て、松戸税務署の調査担当職員が上記の勧奨時に原告に対して提示

したものである。原告は、処分行政庁に対し、上記の「修正申告等について」と題する書面

の控えに署名押印をし提出した。原告は、同月１８日、処分行政庁に対し、個人事業の廃業

届出書を提出した。（乙１３、１６、２７、弁論の全趣旨） 

  （11）原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等についての調査結果の説明書（乙２５）

は、調査の結果、課税標準等に関する誤りとして、①売上金額について、申告に係る売上金

額と原始記録及び売上先への反面調査により把握した売上金額との開差額から、売上除外の

事実を把握した（平成２４年分１６３４万２３９９円、平成２５年分２１２０万７６５９円、

平成２６年分１９２５万９７５６円、平成２７年分５０３万９４４４円、平成２８年分２９

１万９５１２円、平成２９年分２９３万８７６８円、平成３０年分５０２万１０８０円）、

②外注費について、平成３０年分の売上除外に係る外注費１３万円を認容し、平成２６年分

以前の外注費を原告の平成２７年分ないし平成３０年分の経費率により認容した（平成２４

年分７１９万０６５６円、平成２５年分９３３万１３７０円、平成２６年分８４７万４２９

３円、平成３０年分１３万円）、③地代家賃について、各年分２０万円の倉庫代を認容し、

平成２６年分以前の地代家賃を原告の平成２７年分ないし平成３０年分の経費率により認容

した（平成２４年分１０８万０８５５円、平成２５年分１３４万３０９３円、平成２６年分

１２３万８１０１円、平成２７年分２０万円、平成２８年分２０万円、平成２９年分２０万

円、平成３０年分２０万円）、④その他の経費について、平成２６年分以前の必要経費を原

告の平成２７年分ないし平成３０年分の経費率により算定した（平成２４年分２４８万０７

７５円、平成２５年分３２１万９３２２円、平成２６年分２９２万３６３３円）とするもの

である。 

     上記金額のうち、平成２４年分ないし平成２６年分の外注費、地代家賃及びその他の経費

の金額は、原告が平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告に当たり外注費、

その他の経費の各集計メモの記載に基づいて作成した収支内訳書（乙１８の１ないし４）記

載の外注費、地代家賃及びその他の経費の金額（別表１「本件各年分の所得税等の事業所得

の金額」の平成２７年分ないし平成３０年分の各対応欄の金額。「－」については「０円

（支出の事実なし）」を意味する。）が、処分行政庁が上記①の調査により把握した原告の平

成２７年分ないし平成３０年分の売上金額（別表１「本件各年分の所得税等の事業所得の金
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額」の平成２７年分ないし平成３０年分の「総収入金額」欄の金額）に占める割合を平均し

て求めた平均経費率（別表２）を、処分行政庁が上記①の調査により把握した原告の平成２

４年分ないし平成２６年分の売上金額（別表１「本件各年分の所得税等の事業所得の金額」

の平成２４年分ないし平成２６年分の「総収入金額」欄の金額）に乗じて得た金額（別表１

「本件各年分の所得税等の事業所得の金額」の平成２４年分ないし平成２６年分の各対応欄

の金額。別表３）である。 

     原告の平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等についての調査結果の説

明書（乙２６）は、①課税標準額に関する誤りとして、決算書を基に算出した売上金額の誤

り（平成２６年課税期間１７９５万４７９６円、平成２７年課税期間１４２３万４７０９円、

平成２８年課税期間１１１５万７９０９円、平成２９年課税期間２７２万１０８１円、平成

３０年課税期間１２７１万９５４８円）、②控除対象仕入税額が増減する理由として、控除

対象仕入税額の誤り（平成２６年課税期間４０万２５６２円、平成２７年課税期間５３万６

７４０円、平成２８年課税期間４３万１４００円、平成２９年課税期間△２万８０００円、

平成３０年課税期間４４万５４９２円）とするものである。 

     上記金額のうち、平成２７年課税期間ないし平成３０年課税期間の控除対象仕入税額の金

額は、原告が平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告に当たり外注費、その

他の経費の各集計メモの記載に基づいて作成した収支内訳書に記載の外注費、地代家賃及び

その他の経費の金額（別表１）中の課税取引金額（別表４「本件各課税期間の消費税等に係

る課税仕入れの支払対価の額」の平成２７年課税期間ないし平成３０年課税期間の各対応欄

の金額）に係るものであり、平成２６年課税期間の控除対象仕入税額の金額は、上記のとお

り求めた平均経費率（別表２）を処分行政庁が上記の調査により把握した原告の平成２６年

分の売上金額に乗じて得た金額（別表１、３）中の課税取引金額（別表４「本件各課税期間

の消費税等に係る課税仕入れの支払対価の額」の平成２６年課税期間の各対応欄の金額）に

係るものである。 

  （12）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２４年分ないし平成３０年

分の所得税等についての重加算税の賦課決定（本件各所得加算税賦課決定）をし、平成２６

年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等についての無申告加算税及び重加算税の賦

課決定（平成２９年課税期間については重加算税の賦課決定。本件各消費税加算税賦課決定）

をした。 

     これらの賦課決定のうち、平成２４年分ないし平成２６年分の所得税等についてのもの及

び平成２６年課税期間の消費税等についてのものの理由は、原告が、その事業について、本

件口座への入金額から真実の売上金額を把握していたにもかかわらず、税金を納めたくない

ことから、単独工事の売上金額のみを収入金額として少なく担当職員に伝えた隠蔽又は仮装

の事実が認められ、修正申告前の税額の計算の基礎としなかったこと又は期限内申告をしな

かったことについて正当な理由があると認められないから、重加算税を賦課すべきであると

いうものであり、平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等についてのもの及び平成２７

年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等についてのものの理由は、原告が、その事

業について、本件口座への入金額から真実の売上金額を把握していたにもかかわらず、税金

を納めたくないことから、主な売上先であるＥを除くその他の売上先に対する売上金額につ

いては（Ｅに対する売上金額と合わせて１０００万円を超えないよう）売上金額の集計メモ
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にその一部のみを記載しその集計メモに基づき収支内訳書を作成した隠蔽又は仮装の事実が

認められ、修正申告前の税額の計算の基礎としなかったこと又は期限内申告をしなかったこ

とについて正当な理由があると認められないから、重加算税を賦課すべきであるというもの

である。（乙３０の１ないし７、乙３１の１ないし５） 

  （13）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、平成２６年分ないし平成３０年分の所

得税等及び平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等について、更正の請求

をし、所得税等について、総所得金額及び納付すべき税額をそれぞれの年分の確定申告に係

る金額に更正することを求め、消費税等について、課税標準額及び消費税等の税額を０円

（平成２９年課税期間についてはその課税期間の確定申告に係る金額）に更正することを求

めた。 

     これらの更正の請求の理由は、個人事業主としての申告であるが、原告は一人親方として

申告していたものであるというものである。（乙３２、３３の各１ないし５） 

  （14）松戸税務署の調査担当職員は、令和２年３月３０日、原告に対し、更正の請求の根拠とな

る新たな書類の提出の有無を確認したところ、原告は、同年４月７日、平成３０年分の外注

費の集計メモ（乙５の８枚目）の写しに未計上の外注費を加入したもの（乙３５）、平成３

０年分のその他の経費の集計メモ（乙５の９枚目）の写しに未計上の経費を加入したもの

（乙３６）のほか、作業員名簿（乙３７）を提出した。（乙３４） 

     松戸税務署の調査担当職員は、令和２年４月９日、原告に対し、一人親方であることや売

上、経費が分かる書類、例えば帳簿、その基となった請求書の控え、領収書などを提出する

よう求めたところ、原告は、他に書類はないが、経費を支払ったのは間違いないと述べた。

原告は、同年５月１１日、「支払内訳 ５月７日」と題するメモ（平成２４年分ないし平成

３０年分の各年別に、外注費の合計金額、外注先ごとの合計金額、その他の経費として損害

保険料や交際費の金額が記載されているもの。乙３８）、平成２４年分ないし平成３０年分

の収支内訳書（「外注工賃」欄、「その他の経費」の「交際費」欄及び「損害保険料」欄に、

上記外注費の合計額や損害保険料、交際費の各金額が記載されており、他は空欄とされてい

るもの。平成３０年分については、「その他の経費」欄の「金物工具」欄にも記載がある。

乙３９）を提出した。原告は、調査担当職員に対し、他に更正の請求の根拠となる書類はな

いと述べた。（乙３４） 

     原告は、令和２年５月２１日、松戸税務署の調査担当職員に対し、上記メモに記載した損

害保険料、交際費の金額の裏付けとなる資料は有しておらず、大体これくらいかなという金

額であると説明した。（乙３４） 

  （15）処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、上記（１３）の各更正の請求に

ついて、それぞれ、更正をすべき理由がない旨の通知処分（本件各所得税通知処分及び本件

各消費税通知処分）をした。 

     これらの通知処分は、売上や経費に係る帳簿や請求書、領収書などが提出されていないこ

とから、国税に関する法律の規定に従っていない又は当該計算に誤りがあると認めることは

できないとするものである。（乙４０、４１の各１ないし５） 

  （16）原告は、国税不服審判所長に対し、令和２年２月２３日、本件各所得税加算税賦課決定及

び本件各消費税加算税賦課決定についての審査請求をし、同年７月８日、本件各所得税通知

処分及び本件各消費税通知処分についての審査請求をした。国税不服審判所長は、国税通則
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法１０４条１項の規定により、上記各審査請求について併合審理をした。 

     これらの審査請求の理由は、売上先の意向もあり、他の一人親方である外注先の労賃（外

注費）を一括して請求していたが、申告は自らの労賃のみを申告していたものであり、個人

事業主の認識はなかったなどというものである。（乙４２、４４） 

  （17）原告は、審査請求の審理において、担当国税審判官に対し、Ｌ信用組合の振込みカード４

枚（依頼人を原告、受取人を「Ｎ」「丁」「Ｏ」「Ｑ」とするもの。乙４６）、「年度別外注費

及び材料費、その他内訳」と記載された書面（平成２４年分ないし平成３０年分の各年別に、

外注費の支払先ごとの振込金額、現金払金額、その他の経費として材料費、リース料、車両

関係費用などの各金額が記載されているもの。乙４７）、外注費の領収証１４枚の写し（宛

先を原告、領収者をそれぞれ外注先のうち丁５枚、丙２枚、Ｑ７枚とするもの。乙４８）、

Ｋ銀行松戸支店作成の本件口座の取引推移一覧表（原告が外注費、材料費の振込みと指摘す

る「Ｑ」「外注（丁他）」「株）Ｙ」の該当部分にマーカーが付されているもの。乙４９）を

提出した。 

  （18）処分行政庁は、令和２年７月２７日付けで、原告に対し、平成２７年課税期間ないし平成

３０年課税期間の消費税等について、無申告加算税及び重加算税の賦課決定の変更決定をし

た。国税不服審判所長は、国税通則法１０４条２項の規定により、上記変更決定のうち平成

２７年課税期間及び平成２８年課税期間に係るものについて上記（１６）の審査請求との併

せ審理をした。 

     これらの変更決定は、無申告加算税の対象となるべき地代家賃の金額に誤りがあったため

されたもの（平成２９年課税期間については地代家賃の金額のうちに無申告加算税の対象と

なるべき金額があったためされたもの）である。（乙５０の１ないし４） 

  （19）国税不服審判所長は、令和３年２月１６日付けで、原告の審査請求をいずれも棄却する裁

決をした。 

  ３ 本件各所得税通知処分の適否 

    原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等の納税義務は、当該年の終了の時に成立

し（国税通則法１５条２項１号）、原告がした期限内申告により、当該年分の納付すべき税額

が既に確定していた（同条１項）ところ、原告が令和元年１２月１７日にした修正申告によ

り、当該年分の納付すべき税額が改めて確定した。原告は、修正申告書に記載した事業所得

に係る総収入金額及び必要経費の金額に誤りがあったことにより、当該修正申告書の提出に

より納付すべき税額が過大であるとして、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、平成２

６年分ないし平成３０年分の所得税等について、更正の請求をし、処分行政庁は、調査を行

った上、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、上記更正の請求について、更正をすべき

理由がない旨の通知処分である本件各所得税通知処分をしたところ、これらの行為は当該年

分の納付すべき税額を確定するものでないが、修正申告書に記載された事業所得に係る総収

入金額及び必要経費の金額に誤りがあったことにより、当該修正申告書の提出により納付す

べき税額が過大であるならば、上記更正の請求について更正をすべき理由がないとした本件

各所得税通知処分が違法であり、取り消されるべきものであることとなるから、取消判決の

拘束力に従い処分行政庁がした減額更正による一部取消しにより、修正申告により既に確定

していた当該年分の納付すべき税額が減少することとなる。 

    そこで、修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額及び必要経費の金額に誤りがあ
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ったことにより、当該修正申告書の提出により納付すべき税額が過大であるか否かについて

検討することとするが、更正の請求が、申告又は更正により既に確定した納付すべき税額に

ついて、減額更正による一部取消しを求める行為であり、そのため、更正の請求をしようと

する者は、その請求に係る更正前の課税標準等又は税額等、当該更正後の課税標準等又は税

額等のほか、その更正の請求をする理由、当該請求をするに至った事情の詳細その他参考と

なるべき事項を記載した更正請求書を税務署長に提出しなければならず（国税通則法２３条

３項）、更正の請求をしようとする者は、その更正の請求をする理由の基礎となる事実を証明

する書類があるときは、その書類を更正請求書に添付しなければならない（その更正の請求

をする理由が課税標準たる所得が過大であることその他その理由の基礎となる事実が一定期

間の取引に関するものであるときは、その取引の記録等に基づいてその理由の基礎となる事

実を証明する書類を更正請求書に添付しなければならない。国税通則法施行令６条２項）こ

とに鑑みると、修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額及び必要経費の金額に誤

りがあったことにより、当該修正申告書の提出により納付すべき税額が過大であることにつ

いては、原告が立証責任を負うというべきである。 

  （１）修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額に誤りがあるか否かについて 

     原告が令和元年１２月１７日に処分行政庁に対してした平成２４年分ないし平成３０年分

の所得税等の修正申告に係る修正申告書には、原告の上記各年分の事業所得に係る総収入金

額として、平成２４年分１６３４万２３９９円（乙９の１）、平成２５年分２１２０万７６

５９円（乙９の２）、平成２６年分１９２５万９７５６円（乙９の３）、平成２７年分１５３

７万３５７６円（乙９の４）、平成２８年分１２０５万０５４２円（乙９の５）、平成２９年

分１０９１万８５３３円（乙９の６）、平成３０年分１３７３万７１１２円（乙９の７）が

記載されている。 

     原告が法定申告期限までに処分行政庁に対してした平成２４年分ないし平成３０年分の所

得税等の確定申告に係る期限内申告書のうち、平成２４年分ないし平成２６年分の所得税等

の確定申告に係るものには、原告の上記各年分の事業所得に係る総収入金額の記載がなく

（乙８の１ないし３）、平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告に係るもの

には、原告の上記各年分の事業所得に係る総収入金額として、平成２７年分１０３３万４１

３２円（乙８の４）、平成２８年分９１３万１０３０円（乙８の５）、平成２９年分７９７万

９７６５円（乙８の６）、平成３０年分８７１万６０３２円（乙８の７）が記載されている

のであり、原告は、原始記録を基として作成した外注費、その他の経費の各集計メモの記載

に基づいて収支内訳書（乙１８の１ないし４）を作成し、平成２７年分ないし平成３０年分

の事業所得に係る総収入金額として、各年分の上記金額を自認していたと認めることができ

るところ、証拠（乙２５）によれば、原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等に

ついての調査の結果、課税標準等に関する誤りとして、平成２４年分１６３４万２３９９円、

平成２５年分２１２０万７６５９円、平成２６年分１９２５万９７５６円、平成２７年分５

０３万９４４４円、平成２８年分２９１万９５１２円、平成２９年分２９３万８７６８円、

平成３０年分５０２万１０８０円の売上除外の事実が把握されたと認めることができ、上記

自認に係る金額と上記の売上除外の事実が把握された金額を合わせると、修正申告書に記載

された事業所得に係る総収入金額と同額となる。 

     そして、上記の売上除外の事実の把握が、原告が保管していた原始記録及び売上先への反
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面調査により実額で行われたものであること（乙２５）に加えて、本件全証拠によるも、上

記の売上除外の事実の把握の正確性に合理的な疑いを生ぜしめる事情があると認めるに足り

ないことからするならば、上記の売上除外の事実の把握に誤りがあると認めることはできず、

修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額に誤りがあると認めることはできない。 

     原告は、修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額に誤りがあると指摘するが、

採用することができない。 

     原告は、平成３０年１１月３０日付けのＪ宛の請求書に係る出来高の売上金額２５１万円

の入金は、未成工事であることから、平成３０年分の事業所得に係る総収入金額に計上する

ことを要しないと主張するが、原告は、売上先に対する工事代金の請求を、出来高に基づい

て月末締めで作成した請求書を送付する方法により行っていたのであり（前提事実（２）

イ）、平成３０年１１月末日締めで、出来高に基づいて、Ｊに対し、２４８万０２２０円の

支払を請求した（乙５の１０枚目）ところ、同年１２月４日、本件口座に、Ｊから、工事代

金２４８万０２２０円の振込みがあったのである（乙１４）から、工事が年を跨いだことは

平成３０年分の事業所得に係る総収入金額に計上しないことの理由とならない。 

     原告は、更正の請求の理由において、原告は一人親方として申告していたものであるとし

（認定事実（１２））、審査請求の理由において、売上先の意向もあり、他の一人親方である

外注先の労賃（外注費）を一括して請求していたが、申告は自らの労賃のみを申告していた

などとしている（認定事実（１５））が、原告が売上先に対して代金を請求していた工事は、

全て原告が受注したものであり、外注先が受注したものはなく（弁論の全趣旨）、原告が売

上先に対して請求した工事代金は、全て原告の売上金額であるというべきであるから、採用

することができない。 

  （２）修正申告書に記載された必要経費の金額に誤りがあるか否かについて 

     原告が令和元年１２月１７日に処分行政庁に対してした平成２４年分ないし平成３０年分

の所得税等の修正申告に係る修正申告書には、原告の上記各年分の事業所得の金額として、

平成２４年分５５９万０１１３円（上記（１）の事業所得に係る総収入金額１６３４万２３

９９円から必要経費の金額１０７５万２２８６円を控除した金額。乙９の１、弁論の全趣

旨）、平成２５年分７３１万３８７４円（上記（１）の事業所得に係る総収入金額２１２０

万７６５９円から必要経費の金額１３８９万３７８５円を控除した金額。乙９の２、弁論の

全趣旨）、平成２６年分６６２万３７２９円（上記（１）の事業所得に係る総収入金額１９

２５万９７５６円から必要経費の金額１２６３万６０２７円を控除した金額。乙９の３、弁

論の全趣旨）、平成２７年分５３３万８５９１円（上記（１）の事業所得に係る総収入金額

１５３７万３５７６円から必要経費の金額１００３万４９８５円を控除した金額。乙９の４、

弁論の全趣旨）、平成２８年分３２４万５８１１円（上記（１）の事業所得に係る総収入金

額１２０５万０５４２円から必要経費の金額８８０万４７３１円を控除した金額。乙９の５、

弁論の全趣旨）、平成２９年分３９３万５４１９円（上記（１）の事業所得に係る総収入金

額１０９１万８５３３円から必要経費の金額６９８万３１１４円を控除した金額。乙９の６、

弁論の全趣旨）、平成３０年分５２４万６３０６円（上記（１）の事業所得に係る総収入金

額１３７３万７１１２円から必要経費の金額８４９万０８０６円を控除した金額。乙９の７、

弁論の全趣旨）が記載されている。 

     原告が法定申告期限までに処分行政庁に対してした平成２４年分ないし平成３０年分の所
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得税等の確定申告に係る期限内申告書のうち、平成２４年分ないし平成２６年分の所得税等

の確定申告に係るものには、原告の上記各年分の事業所得の金額の記載がなく（乙８の１な

いし３）、平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告に係るものには、原告の

上記各年分の事業所得の金額として、平成２７年分５２万３６０２円（上記（１）の事業所

得に係る総収入金額１０３３万４１３２円から必要経費の金額９８１万０５３０円を控除し

た金額。乙８の４、乙１８の１）、平成２８年分１０３万５６８９円（上記（１）の事業所

得に係る総収入金額９１３万１０３０円から必要経費の金額８０９万５３４１円を控除した

金額。乙８の５、乙１８の２）、平成２９年分１２４万４５０１円（上記（１）の事業所得

に係る総収入金額７９７万９７６５円から必要経費の金額６７３万５２６４円を控除した金

額。乙８の６、乙１８の３）、平成３０年分５５万５２２６円（上記（１）の事業所得に係

る総収入金額８７１万６０３２円から必要経費の金額８１６万０８０６円を控除した金額。

乙８の７、乙１８の４）が記載されているのであり、原告は、原始記録を基として作成した

外注費、その他の経費の各集計メモの記載に基づいて収支内訳書（乙１８の１ないし４）を

作成し、平成２７年分ないし平成３０年分の必要経費の金額として、各年分の上記金額を自

認していたと認めることができるところ、原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税

等についての調査結果の説明書（乙２５）が、調査の結果、①外注費について、平成３０年

分の売上除外に係る外注費１３万円を認容し、平成２６年分以前の外注費を原告の平成２７

年分ないし平成３０年分の経費率により認容した（平成２４年分７１９万０６５６円、平成

２５年分９３３万１３７０円、平成２６年分８４７万４２９３円、平成３０年分１３万円）、

②地代家賃について、各年分２０万円の倉庫代を認容し、平成２６年分以前の地代家賃を原

告の平成２７年分ないし平成３０年分の経費率により認容した（平成２４年分１０８万０８

５５円、平成２５年分１３４万３０９３円、平成２６年分１２３万８１０１円、平成２７年

分２０万円、平成２８年分２０万円、平成２９年分２０万円、平成３０年分２０万円）、③

その他の経費について、平成２６年分以前の必要経費を原告の平成２７年分ないし平成３０

年分の経費率により算定した（平成２４年分２４８万０７７５円、平成２５年分３２１万９

３２２円、平成２６年分２９２万３６３３円）とするものであることは、認定事実（１１）

のとおりである。この調査結果の意味について、証拠（乙１８の１ないし４、乙２５）によ

れば、上記の調査結果の説明書は、①平成２７年分ないし平成３０年分の必要経費の金額に

ついて、期限内申告書に添付された収支内訳書に記載の外注費、地代家賃及びその他の経費

の金額（別表１）を基本的に認めることとし、平成２７年分の外注費を７１８万２２５０円、

地代家賃を９４万円（収支内訳書に記載された金額に倉庫代２０万円を加えた金額）、その

他の経費を１９１万２７３５円（合計額の算出時の違算を訂正した金額）と、平成２８年分

の外注費を５５８万５０００円、地代家賃を９４万円（収支内訳書に記載された金額に倉庫

代２０万円を加えた金額）、その他の経費を２２７万９７３１円（合計額の算出時の違算を

訂正した金額）と、平成２９年分の外注費を４５２万４４０５円、地代家賃を８８万円（収

支内訳書に記載された金額に倉庫代２０万円を加えた金額）、その他の経費を１５７万８７

０９円（合計額の算出時の違算を訂正した金額）と、平成３０年分の外注費を５６９万７９

００円（収支内訳書に記載された金額に、上記（１）の売上除外に係るＪに対する売上金額

２４８万０２２０円に対応する外注先に対する外注費１３万円を加えた金額）、地代家賃を

８０万円（収支内訳書に記載された金額に倉庫代２０万円を加えた金額）、その他の経費を
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１９９万２９０６円と、それぞれ認容した上、②平成２４年分ないし平成２６年分の必要経

費の金額について、平成２７年分ないし平成３０年分の外注費、地代家賃及びその他の経費

の金額が上記各年分の売上金額に占める割合を平均して求めた平均経費率（別表２）を、平

成２４年分ないし平成２６年分の売上金額に乗じて得た金額とすることとし（認定事実（１

１））、平成２４年分の外注費を７１９万０６５６円、地代家賃を１０８万０８５５円（平均

経費率を乗じて得た金額に倉庫代２０万円を加えた金額）、その他の経費を２４８万０７７

５円と、平成２５年分の外注費を９３３万１３７０円、地代家賃を１３４万３０９３円（平

均経費率を乗じて得た金額に倉庫代２０万円を加えた金額）、その他の経費を３２１万９３

２２円と、平成２６年分の外注費を８４７万４２９３円、地代家賃を１２３万８１０１円

（平均経費率を乗じて得た金額に倉庫代２０万円を加えた金額）、その他の経費を２９２万

３６３３円と、それぞれ認容したものであると認めることができる。これらの外注費、地代

家賃及びその他の経費の金額の合計額は、修正申告書に記載された事業所得の金額の計算に

当たり事業所得に係る総収入金額から控除された必要経費の金額と同額となる。 

     そして、必要経費の多くの金額は売上金額に比例して増減する性質を有すると考えられる

こと（地代家賃は、そのような性質を有するとはいい難いが、本件については、平成２４年

分ないし平成２６年分の地代家賃が平成２７年分ないし平成３０年分の地代家賃の金額を超

える金額として算定されており、原告に不利益には作用していないから、問題は生じない。）

に加えて、本件全証拠によるも、平成２４年分ないし平成２６年分の必要経費と平成２７年

分ないし平成３０年分の必要経費との間において売上金額に占める割合を異にする事情があ

ると認めるに足りないことからするならば、収支内訳書に記載の外注費、地代家賃及びその

他の経費の金額（別表１）と平均経費率（別表２）を用いて算定された上記の必要経費の金

額に誤りがあると認めることはできず、修正申告書に記載された事業所得の金額に誤りがあ

ると認めることはできない。 

     原告は、必要経費の金額について種々主張し、それを裏付ける証拠として、更正の請求の

調査において、①平成３０年分の外注費の集計メモ（乙５の８枚目）の写しに未計上の外注

費を加入したもの（乙３５）、②平成３０年分のその他の経費の集計メモ（乙５の９枚目）

の写しに未計上の経費を加入したもの（乙３６）、③作業員名簿（乙３７）、④「支払内訳 

５月７日」と題するメモ（平成２４年分ないし平成３０年分の各年別に、外注費の合計金額、

外注先ごとの合計金額、その他の経費として損害保険料や交際費の金額が記載されているも

の。乙３８）、⑤平成２４年分ないし平成３０年分の収支内訳書（「外注工賃」欄、「その他

の経費」の「交際費」欄及び「損害保険料」欄に、上記外注費の合計額や損害保険料、交際

費の各金額が記載されており、他は空欄とされているもの。平成３０年分については、「そ

の他の経費」欄の「金物工具」欄にも記載がある。乙３９）を、審査請求の審査において、

①Ｌ信用組合の振込みカード４枚（依頼人を原告、受取人を「Ｎ」「丁」「Ｏ」「Ｑ」とする

もの。乙４６）、②「年度別外注費及び材料費、その他内訳」と記載された書面（平成２４

年分ないし平成３０年分の各年別に、外注費の支払先ごとの振込金額、現金払金額、その他

の経費として材料費、リース料、車両関係費用などの各金額が記載されているもの。乙４

７）、③外注費の領収証１４枚の写し（宛先を原告、領収者をそれぞれ外注先のうち丁５枚、

丙２枚、Ｑ７枚とするもの。乙４８）、④Ｋ銀行松戸支店作成の本件口座の取引推移一覧表

（原告が外注費、材料費の振込みと指摘する「Ｑ」「外注（丁他）」「株）Ｙ」の該当部分に
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マーカーが付されているもの。乙４９）を、それぞれ提出し、本件訴えにおいても、「反論

書」と題する書面（甲２）を提出する。しかし、これらの証拠は、いずれも、必要経費の金

額に係る原始記録やその原始記録に基づいて作成された帳簿類等でなく、原告や外注先が事

後的に作成したものであり、その実質的証拠力において、原告や外注先の供述の域を出ない

ものである（乙４８の領収証についても、１年分をまとめた金額について作成されたもので

あり、それが証拠として提出された時期が審査請求の審理に至ってからであったことに照ら

して、外注費の支払ごとに作成されたものでなく、事後的に一括して作成されたものである

ことが明らかであり、原始記録としての性格を有するものでない。）。これらの証拠は必要経

費の金額に誤りがあると認めるに足りない。 

  （３）当該修正申告書の提出により納付すべき税額が過大であるか否かについて 

     原告が令和元年１２月１７日に処分行政庁に対してした平成２４年分ないし平成３０年分

の所得税等の修正申告に係る修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額に誤りがあ

ると認めることはできず、当該修正申告書に記載された事業所得の金額の計算に当たり事業

所得に係る総収入金額から控除された必要経費の金額に誤りがあると認めることもできない

ことは、上記（１）及び（２）のとおりであり、当該修正申告書に記載した事業所得に係る

総収入金額及び必要経費の金額に誤りがあったことにより、当該修正申告書の提出により納

付すべき税額が過大であるということはできない。 

     処分行政庁が原告の平成２６年分ないし平成３０年分の所得税等に係る更正の請求につい

てした更正をすべき理由がない旨の各通知処分である本件各所得税通知処分は適法である。 

  ４ 本件各所得税加算税賦課決定の適否 

    原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、平成２４年分ないし平成３０年分の所得

税等の確定申告をし（別紙２の第１の１（１）ないし（７））、その後、松戸税務署の調査担

当職員の勧奨を受けて、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、上記各年分の所得税等

の修正申告をしたのである（別紙２の第１の２（１）ないし（７））から、国税通則法６５条

１項（過少申告加算税）の規定に該当する。 

    そして、原告は、平成２２年頃、個人で型枠工事行を行うようになったが、処分行政庁に対

し、個人事業の開業届出書を提出せず、平成２３年２月、処分行政庁に対し、電子申告・納

税等開始届出書を提出した際には、職業を無職とし、平成２４年分ないし平成２６年分の所

得税等の確定申告においても、職業を無職としていたのであり（前提事実（３）ア及びイ）、

そのことを前提として、上記各年分の所得税等の確定申告において、自らの所得の区分を雑

所得として、事業所得が存在しないことを装った上、売上金額のごく一部のみを作為的に申

告し、収入金額や所得金額を著しく低く装い、納付すべき税額を０円としていた。加えて、

原告は、売上先からの工事代金の支払を、主として本件口座への振込みの方法により受けて

いたところ、月に一度は、本件口座の預金通帳の記帳を行い、売上先からの入金額が原告の

請求書に記載された請求額と一致していることを確認していたのであり（前提事実（２）イ）、

その事業に係る収入金額及び必要経費の金額を正確に把握していた。しかし、原告は、平成

２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告において、職業を建設業とし、自らの所

得の区分を事業所得としたものの、売上金額の相当部分を作為的に除外した集計メモをあら

かじめ作成し申告書作成会場に持参して、それを基に収支内訳書を作成し、意図的に収入金

額や所得金額の相当部分が存在しないことを装い、納付すべき税額を０円ないし著しく低い
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金額としていた。原告は、平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告において、

課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、

その隠蔽し、又は仮装したところに基づき期限内申告をしていたものであるから、国税通則

法６８条１項の規定に該当する。 

    平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等の修正申告に基づき新たに納付すべきこととな

った税額の計算の基礎となった事実のうちに、それらの修正申告前の税額の計算の基礎とさ

れていなかったことについて国税通則法６５条４項の正当な理由があると認められるものは

ないから、上記各年分の所得税等の修正申告に基づく納付すべき税額について、同法６８条

１項の規定により、過少申告加算税に代え、別紙３（課税処分及び通知処分の根拠）の第１

の１ないし７の各（５）のとおり、平成２４年分として１５万７５００円の重加算税が、平

成２５年分として２３万８０００円の重加算税が、平成２６年分として１９万６０００円の

重加算税が、平成２７年分として１５万７５００円の重加算税が、平成２８年分として４万

２０００円の重加算税が、平成２９年分として６万３０００円の重加算税が、平成３０年分

として１４万７０００円の重加算税が、それぞれ課されるべきであり、その金額は、別紙２

（課税処分及び通知処分の経緯）の第１の３の本件各所得税加算税賦課決定が賦課した上記

各年分の所得税等についての重加算税の額と同額であるから、処分行政庁が令和２年１月２

７日付けで原告に対してした平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等についての重加算

税の賦課決定である本件各所得税加算税賦課決定は適法である。 

  ５ 本件各消費税通知処分の適否 

    原告は、期限後申告書（平成２９年課税期間については修正申告書。以下、この項において

は併せて単に「期限後申告書」という。）に記載した課税売上額及び課税仕入れに係る支払対

価の額に誤りがあったことにより、当該期限後申告書の提出により納付すべき税額が過大で

あるとして、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、平成２６年課税期間ないし平成３０

年課税期間の消費税等について、更正の請求をし、処分行政庁は、調査を行った上、令和２

年６月１１日付けで、原告に対し、上記更正の請求について、更正をすべき理由がない旨の

通知処分である本件各消費税通知処分をしたところ、期限後申告書に記載された課税売上額

及び課税仕入れに係る支払対価の額に誤りがあったことにより、当該期限後申告書の提出に

より納付すべき税額が過大であるならば、上記更正の請求について更正をすべき理由がない

とした本件各消費税通知処分が違法であり、取り消されるべきものであることとなる。 

    そこで、期限後申告書に記載された課税売上額及び課税仕入れに係る支払対価の額に誤りが

あったことにより、当該期限後申告書の提出により納付すべき税額が過大であるか否かにつ

いて検討することとするが、期限後申告書に記載された課税売上額及び課税仕入れに係る支

払対価の額に誤りがあったことにより、当該期限後申告書の提出により納付すべき税額が過

大であることについては、原告が立証責任を負うというべきであることは、上記３と同様で

ある。 

  （１）期限後申告書に記載された課税売上額に誤りがあるか否かについて 

     原告が令和元年１２月１７日に処分行政庁に対してした平成２６年課税期間ないし平成３

０年課税期間の消費税等の期限後申告に係る期限後申告書には、原告の上記各課税期間の課

税売上額として、原告の平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等について

の調査結果の説明書（乙２６）に記載された金額と同額が記載されている（乙２８の１ない
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し４、乙２９）。 

     そして、上記の課税売上額が、原告が作成した決算書を基に実額で算出されたものである

こと（乙２６）に加えて、本件全証拠によるも、上記の課税売上額の算出の正確性に合理的

な疑いを生ぜしめる事情があると認めるに足りないことからするならば、上記の課税売上額

の算出に誤りがあると認めることはできず、期限後申告書に記載された課税売上額に誤りが

あると認めることはできない。 

  （２）期限後申告書に記載された課税仕入れに係る支払対価の額に誤りがあるか否かについて 

     原告が令和元年１２月１７日に処分行政庁に対してした平成２６年課税期間ないし平成３

０年課税期間の消費税等の期限後申告に係る期限後申告書には、原告の上記各課税期間の課

税仕入れに係る支払対価の額を基礎として計算される控除対象仕入税額の金額として、原告

の平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等についての調査結果の説明書

（乙２６）に記載された金額と同額が記載されている（乙２８の１ないし４、乙２９）。 

     そして、原告の平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等についての調査

結果の説明書（乙２６）に記載された控除対象仕入税額の金額のうち、平成２７年課税期間

ないし平成３０年課税期間の金額が、原告が平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の

確定申告に当たり外注費、その他の経費の各集計メモの記載に基づいて作成した収支内訳書

に記載の外注費、地代家賃及びその他の経費の金額（別表１）中の課税取引金額に係るもの

であり、平成２６年課税期間の金額が、原告の平成２４年分ないし平成３０年分の所得税等

についての調査結果の説明書（乙２５）が求めた平均経費率（別表２）を処分行政庁が調査

により把握した原告の平成２６年分の売上金額に乗じて得た金額中の課税取引金額に係るも

のであることは、認定事実（１１）のとおりであるところ、上記の外注費、地代家賃及びそ

の他の経費の金額（別表１）と平均経費率（別表２）を用いて算定された上記の必要経費の

金額に誤りがあると認めることはできないことは、上記３（２）のとおりであり、期限後申

告書に記載された課税仕入れに係る支払対価の額に誤りがあると認めることはできない。 

  （３）当該期限後申告書の提出により納付すべき税額が過大であるか否かについて 

     原告が令和元年１２月１７日に処分行政庁に対してした平成２６年課税期間ないし平成３

０年課税期間の消費税等の期限後申告に係る期限後申告書に記載された課税仕入れに係る支

払対価の額に誤りがあると認めることはできず、当該期限後申告書に記載された課税仕入れ

に係る支払対価の額に誤りがあると認めることもできないことは、上記（１）及び（２）の

とおりであり、当該期限後申告書に記載した課税売上額及び課税仕入れに係る支払対価の額

に誤りがあったことにより、当該期限後申告書の提出により納付すべき税額が過大であると

いうことはできない。 

     処分行政庁が原告の平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等に係る更正

の請求についてした更正をすべき理由がない旨の各通知処分である本件各消費税通知処分は

適法である。 

  ６ 本件各消費税加算税賦課決定の適否 

    原告は、松戸税務署の調査担当職員の勧奨を受けて、令和元年１２月１７日、法定申告期限

後に、処分行政庁に対し、平成２６年課税期間ないし平成２８年課税期間及び平成３０年課

税期間の消費税等の確定申告をしたのである（別紙２の第２の１（１）ないし（３）及び

（５））から、国税通則法６６条１項１号（無申告加算税）の規定に該当し、平成２９年課税
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期間については、平成３０年５月２９日、法定申告期限後に、処分行政庁に対し、上記課税

期間の消費税等の確定申告をし、その後、松戸税務署の調査担当職員の勧奨を受けて、令和

元年１２月１７日、処分行政庁に対し、上記課税期間の消費税等の修正申告をしたのである

（別紙２の第２の１（４））から、国税通則法６６条１項２号（無申告加算税）の規定に該当

する。 

    そして、原告が、その事業に係る収入金額及び必要経費の金額を正確に把握していたが、職

業を無職とし、そのことを前提として、平成２４年分ないし平成２６年分の所得税等の確定

申告において、売上金額のごく一部のみを作為的に申告し、収入金額や所得金額を著しく低

く装い、平成２７年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告においても、売上金額の相

当部分を作為的に除外した集計メモを基に収支内訳書を作成し、意図的に収入金額や所得金

額の相当部分が存在しないことを装っていたことは、上記４のとおりである。原告は、平成

２７年分の所得税等の確定申告の際に、申告書作成会場の職員から、平成２９年課税期間か

ら消費税等の申告が必要になると指導を受けたことから、平成２８年分以降の所得税等の確

定申告において、売上金額が１０００万円を超えないよう、売上金の集計メモを作成するに

当たり、主な売上先であるＥに対する売上金額を記載した後、他の売上先に対する売上金額

を調整し、合計１０００万円を超えないようにして、売上金額を少なく申告していたもので

あり、平成３０年分の売上金の集計メモの作成の際には、売上金額が１０００万円を超えな

いようにするため、平成３０年１１月３０日付けのＪ宛の請求書に係る売上金額を計算から

除いている（乙５、６）。原告は、平成２６年分ないし平成３０年分の所得税等の確定申告に

おいて、売上金額のごく一部のみを作為的に申告し、消費税等の課税売上や課税仕入れを低

く装い、平成２６年課税期間ないし平成２８年課税期間及び平成３０年課税期間の消費税等

についての申告をせず、平成２９年課税期間については、同課税期間の消費税等の期限後申

告において、納付すべき税額を相当に低いものとしていたものである。原告は、平成２６年

課税期間ないし平成２８年課税期間及び平成３０年課税期間の消費税等について、当初から

確定申告をしないことを意図し、その意図を外部から窺い得る特段の行動をした上、その意

図に基づき確定申告をしなかったものであるから、課税標準等又は税額等の計算の基礎とな

るべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づ

き法定申告期限までに確定申告をしなかったということができるのであり、国税通則法６８

条２項の規定に該当し、平成２９年課税期間については、同課税期間の消費税等の確定申告

において、当初から課税売上を過少に申告することを意図し、その意図を外部から窺い得る

特段の行動をした上、その意図に基づき過少申告をしたものであるから、課税標準等又は税

額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は

仮装したところに基づき期限後申告をしていたということができるのであり、国税通則法６

８条２項の規定に該当する。 

    平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費税等の期限内申告がなかったことにつ

いて国税通則法６６条１項ただし書の正当な理由があると認められるものはないから、上記

各課税期間の消費税等の期限後申告（平成２９年課税期間については修正申告）に基づく納

付すべき税額について、同法６８条２項の規定により、無申告加算税に代え、別紙３（課税

処分及び通知処分の根拠）の第２の１ないし５の各（８）及び（９）のとおり、平成２６年

課税期間について６０００円の無申告加算税及び３０万円の重加算税が、平成２７年課税期
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間について１万２０００円の無申告加算税及び１４万８０００円の重加算税が、平成２８年

課税期間について１万８０００円の無申告加算税及び８万４０００円の重加算税が、平成２

９年課税期間について４５００円の無申告加算税及び８万４０００円の重加算税が、平成３

０年課税期間について１万６５００円の無申告加算税及び１３万２０００円の重加算税が、

それぞれ課されるべきであり、その金額は、別紙２（課税処分及び通知処分の経緯）の第２

の２の本件各消費税加算税賦課決定（ただし、①平成２７年課税期間及び平成２８年課税期

間については、平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消費税加算税賦課決定を吸

収した令和２年７月２７日付け無申告加算税及び重加算税の賦課決定の変更決定、②平成２

９年課税期間及び平成３０年課税期間については、令和２年７月２７日付け無申告加算税及

び重加算税の賦課決定の変更決定により減額された後の平成２９年消費税加算税賦課決定及

び平成３０年消費税加算税賦課決定。別紙２の第２の４（２））が賦課した上記各課税期間の

消費税等についての無申告加算税及び重加算税の額と同額であるから、処分行政庁が令和２

年１月２７日付けで原告に対してした平成２６年課税期間ないし平成３０年課税期間の消費

税等についての重加算税の賦課決定である本件各消費税加算税賦課決定は適法である。 

 第４ 結論 

    よって、本件訴えのうち平成２７年消費税加算税賦課決定及び平成２８年消費税加算税賦課

決定の取消しを求める部分は不適法であるから、これを却下し、原告のその余の訴えに係る

請求はいずれも理由がないから、これを棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

千葉地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 内野 俊夫 

   裁判官 塚原 洋一 

   裁判官 内藤 秀介 
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．． （別紙 1)
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応·... ”

所得税法の定め

· (1) :· :2 7条 ·9 （事業所得）
・ ：． ．

ア 事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その他

の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該当す

るものを除く。）をいうQ`(1項）
．
．．

イ 事業所得の金額は、その年中の事業所得に係る総収入金額から必要経費を

'.·'· 控除した金額とする。 •('2項）・．．嗜：文·...
. ' ’ ’ .. . • ·.. ·::: ·;··.<:_-':: t.\ \.,....,.. :.. 

• (2 ) ,93 6条（収入金額） し •P •. ̀ .:<•, :、,{· :... • .
,
·: ·: <)?/}ぢ・、、 ｀ ／ ＇う

ア その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とずべき金額又は総収入金額 • .〉

, 'に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除きくその年において収入す ｀,.:,}·· 
べき金額（金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入する場合

には、その金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額）とする。
項） ，、 ．．、ど， ‘;:.....,: ·''.( 公·. ,’.• •

＇・イ： ：9 • 2 部3項·（省略） 9

．`; •、::: :. '. ¢.’•9 :. 9 : 9 .: .. :, • : • ••• ,• 

(3) 9

9

37条、（必要経費） •� 
__ 
·; =-:·,:. :.: ::.\;/;::;,\-:..

•• :· ,.、

ア その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額（括弧内

省略）の計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、

これらの所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため

直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他これら

の所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年にお

ぃて債務の確定しないものを除く。）の額とする。 (1 項） ’ 

イ ・・2項（省略）

2 消費税法の定め

2条（定義）
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(2)

この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、

ころによる。 (1項）

ー、二（省略）・

個人事業者事業を行う個人をいう。

事業者個人事業者及び法人をいう。

． 四の二な
、

いレ七（省略） ．

八 資産の譲渡等事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並

びに役務の提供（括弧内省略）
．
をいう。 •. ·· ： ● ：松•• ::. 9... .,’· · • 9. , 

八の二ないし五（省略） ．

九 ・課税資産の譲渡等資産の譲渡等のうち、 6条1項の規定により消費税

： を課さないこ；＇ととされるもの以外のものをいう。 ＼·::::、’• :f:/: ... _. 
• +

、
+-' ．． （省略）

十二課税仕入れ事業者が、・事業として他の者から資産を譲り受け、若し

くは借り受け、又は役務の提供（所得税法28条1項（給与所得）に規定

する給与等を対価とする役務の提供を除く
｀

。）を受けること（当該他の者

が事業として当該資産を譲り渡し；若しくは貸し付け、又は当該役務の提

供をしたとした場合に課税資産の譲渡等に該当することとなるものでr.1

条1項各号に掲げる資産の譲渡等に該当するもの及び8条1項その他の法

律又は条約の規定により消費税が免除されるもの以外のものに限る；）を

し・ヽう。

十三ないし二十（省略）

2項、. 3項（省略）

28 条 ・（課税標準）

課税資産の譲渡等に係る消費税の課税標準は、課税資産の譲渡等の対価の

額（対価として収受し、又は収受すべき一切の金銭又は金銭以外の物若しく

は権利その他経済的な利益の額とし、課税資産の譲渡等につき課されるべき

ア

25 
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ア

20 

消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相

当する額を含まないものとする。以下この項及び3項·において同じ。）とす

る。 （ただし書省略） （1項）•,．•’..:

イ 2項ないし4項（省略）
’

． . ..、•..

3 0条（仕入れに係る消費税額の控除）．

事業者（括弧内省略）が、国内において行う課税仕入れ（中略）について

は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日の属する課税期

間の4:5 条1 項 2号に掲げる課税標準額に対する消費税額（以下この章にお

いて「課税標準額に対する消費税額」：どいう5)から、当該課税期間中に国．．さ．：：．．．· •' 
内において行った課税仕入れに篠る消費税額（当該課税仕入れに係る支払対｀

価の額に100分の7.8を乗：じて算出した金額をいう。以下ごの章において

同じ。） （中略）
、

につき課された又は課されるべき消費税額（附帯税の額に

相当する額を除く。次項において同じ。）の合計額を控除する。 ． （1項項）

＿・国内において課税仕入れを行った場合 当該課税仕入れを行った日

ニない U四（省略） ． ．9, ．．．．．応， ．`
• ·.. < :•••ど

：芯' •'·
2項ないし1 0項（省略） ・・ ヤ：9, ・ヘ：

国税通則法の定め
‘ .. ‘̀ ,. ·ざ・』 :·.•9 9 .

. 、 ::
、

9' . ' · 色

ヽ ： : . ' :’・ · •‘：べ ； ー・
． ： ．．； ． ．：•' ·::.:., ,

i 7条 ・ば （期限内申告）

申告納税方式による国税の納税者は、国税に関する法律の定めるところに

納税申告書を法定申告期限までに税務署長に提出しなければならな

ア

(1) 

ィ ' .(2項）

(2), 

邸

より、

•Vヽ。••、(1項） ．

前項の規定により提出する納税申告書は、期限内申告書という。

l.8条（期限後申告）．．

ア 期限内申告書を提出すべぎであった者（括弧内省略）は、その提出期限後

2 5条（決定）の規定による決定があるまでは、納税申告書を

•(1項）

においても ：

税務署長に提出することができる。
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イ 前項の規定により提出する納税申告書は、期限後申告書どいう。 (2項）

ウ 3項（省略）・

(3) 1 9条（修正申告）

ア 納税申告書を提出した者（括弧内省略）は、次の各号のいずれかに該当す

＇る場合には、その申告について2· 4条（更正）の規定による更正があるまで

．． ，＇は、•その申告に係る課税標準等(2条6号イからハまで．（定義）．に掲げる事

．
 
｀
う·

,
t.

 

項をいう。以下同じ。）又は税額等．（同号二からへまでに掲げる事項をいう。．．＇．

••以下同じ。）を修正する納税申告書を税務署長に提出することができる。(1

項）・ ．，

10 •••• 、 ー 先の納税申告書の提出により納付すべきものとしてこれに記載した税額 ．， 
\;.. ，．に不足額があるとき。

. .. 

・・ ニないし四（省略）
., 

イ 2項（省略）．. •.• :.
． ... .· . .  

.. 
9 

• 
● •• •• • •. •，，•．,... 

. . . . ．．．． ｀ 

魚 . .. • .

. .  •• •· � ·.
• 9 . 

·· • ;' 
' ' . ： ヽ ，， ＇ヽ•

9,’ ヽ ．

.:
. 

・ ・ウ 前2項の規定により提出する納税申告書は、修正申告書という。

1� ・． ，メエ． 4項（省略）·． 

••. (4}. 2 3条（更正の請求）•
．

(3項）． ．、
. . . .  _ .  

.'::.:'.· i; •.·· 

じ·
ア 納税申告書を提出した者は、次の各号のいずれかに該当する場合にば、当·.·.·. ··.: 、

該申告書に係る国税の法定申告期限から5年（括弧内省略）以内に限り、税．

20 

26 

務署長に対し、その申告に係る課税標準等又は税額等 ＇（当該課税標準等又は

税額等に関し次条又は26条（再更正）‘ の規定による更正（以下この条にお

．いて「更正」という。．）があった場合には、、当該更正後の課税標準等又は税

．｀額等）につき更正をすべき旨の請求をすることができる。 (1項） ．．．． 

ー 当該申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税に関する·

法律の規定に従っていなかったこと又は当該計算に誤りがあっtsことによ

り、当該申告書の提出により納付すべき税額（当該税額に関し更正があっ

た場合には、当該更正後の税額）が過犬であるとき。

• i
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二｀ 三（省略）

•イ．2項、 3項（省略）．．．．

ウ；税務署長は、更正の請求があった場合には、その請求iこ係る課税標準等又

は税額等について調査し、更正をし、又は更正をすべき理由がない旨をその

請求をした者に通知する。 (.4項）

5項ないし7項（省略）．

65条（過少申告加算税）

ア 期限内申告書（括弧内省略）が提出された場合（括弧内省略）において、

な 修正申告書の提出又は更正があつだとぎは、当該納税者に対し、その修正申

告又は更正に基づき 3,.5条 2項（期限後申告等による納付）の規定により納

付すべき税額に1 00分のJ·_oの割合
．
（括弧内省略）を乗じて計算した金額

に相当する過少申告加算税を課ずるo (1項） ＇ 

·2項、•3項（省略）．．．

次の各号に掲げる場合には、1項又は2 項に規定する納付すべき税額から

当該各号に定める税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除

して、これらの項の規定を適用する。• (4項）

-:::- 1項又は2項に規定する納付すべき税額の計算の基礎となつた事実のう ・；

ちにその修正申告又は更正前の税額（括弧内省略）の計算の基礎とされて

いなかったことについて正当な理由があると認められるものがある場合 当

該期限内申告書に係る税額（括弧内省略 ） に達するまでの税額

二（省略）

5項（省略）
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(6)...6 6条（無申告加算税）
’

ア 次の各号のいずれかに該当する場合には、·当該
｀

納税者に対し、当該各号に

規定する申告、更正又は決定に基づき3.,5条2項（期限後申告等による納付）

の規定により納付すべき税額に1 0 0分の1 5の割合（括弧内省略）•'を乗じ
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P

て計算した金額に相当する無申告加算税を課する。ただし、期限内申告書の

提出がなかつたことについて正当な理由があると認められる場合は、この限

りでないb9 : (1項） ．． ． 

....:.. 期限後申告書の提出又ぱ25条（決定）の規定による決定があった場合

二 期限後申告書の提出
・

又は2·5条の規定による決定があった後に修正申告

書の提出又は更正があった場合

イ 2項ないし4項．（省略）．·:.,
・ ウ前条4項の規定は、1項2号の場合について準用する。 (.5項）

工 6項、7項・（省略）

6.8条（重加算税）

ア 6 5条1項（過少申告加算税）
．

の規定に該当する場合（括弧内省略）にお

いて、納税者がその国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべぎ事

実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところ

に基づき納税申告書を提出じていたときは、当該納税者に対し、政令で定め

るところにより、過少申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額（その税

額の計算の基礎となるべき事実で隠蔽し、又は仮装されていないものに基づ ．
． 

くことが明らかであるものがあるときは、当該隠蔽し、又は仮装されていな

い事実に基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除し

た税額）に係る過少申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に1·00分

の 3 5の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税を課する。

イ 66条l•項（無申告加算税）の規定に該当する場合：（括弧内省略）

て、納税者がその国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実

の全部又l、ま一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、．又は仮装したところに

基づき法定申告期限までに納税申告書を提出せず、又は法定申告期限後に納

税申告審を提出していたときは、当該納税者に対し、政令で定めるところに

、より、無申告加算税の額の計算の基礎となるべき税額（その税額の計算の基
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・ よ る無申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に1 0 0分の4.0の割合を
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.、・ 乗じて計算した金額に相当する重加算税を課する。 (2項）
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（別紙２） 

課税処分及び通知処分の経緯 

 

 第１ 所得税等関係 

  １ 確定申告（期限内申告） 

  （１）原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、総所得金額６４万４３７６円（事業所

得の金額０円、雑所得の金額６４万４３７６円）、所得控除の額の合計額１３８万９８３７

円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、納付すべき税額０円とする平

成２４年分の所得税の確定申告をした。原告は、この確定申告に係る確定申告書において、

職業を無職とした上、雑所得（公的年金等以外）の収入金額１２０万円、雑所得に係る必要

経費等の金額７４万５３５６円としていた。（乙８の１） 

  （２）原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、総所得金額６７万２００７円（事業所

得の金額０円、雑所得の金額６７万２００７円）、所得控除の額の合計額２５５万１１１０

円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、復興特別所得税額０円、納付

すべき税額０円とする平成２５年分の所得税等の確定申告をした。原告は、この確定申告に

係る確定申告書において、職業を「なし」とした上、雑所得（公的年金等以外）の収入金額

１３８万円、雑所得に係る必要経費等の金額８９万５２７４円としていた。（乙８の２） 

  （３）原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、総所得金額６４万２３９３円（事業所

得の金額０円、雑所得の金額６４万２３９３円）、所得控除の額の合計額１０９万９８９１

円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、復興特別所得税額０円、納付

すべき税額０円とする平成２６年分の所得税等の確定申告をした。原告は、この確定申告に

係る確定申告書において、職業欄を空欄とした上、雑所得（公的年金等以外）の収入金額１

３６万円、雑所得に係る必要経費等の金額７１万７６０７円としていた。（乙８の３） 

  （４）原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、総所得金額８２万３５３０円（事業所

得の金額５２万３６０２円、雑所得の金額２９万９９２８円）、所得控除の額の合計額５５

万７２１５円、課税総所得金額２６万６０００円、課税総所得金額に対する税額１万３３０

０円、復興特別所得税額２７９円、納付すべき税額１万３５００円とする平成２７年分の所

得税等の確定申告をした。原告は、この確定申告に係る確定申告書において、職業を建設業

とした上、この確定申告に係る確定申告書に添付したその事業に係る収支内訳書（乙１８の

１）において、売上金額１０３３万４１３２円、経費のうち、外注工賃７１８万２２５０円、

地代家賃７４万円、その他の経費１８８万８２８０円、所得金額５２万３６０２円としてい

た。（乙８の４） 

     原告は、平成２８年４月２８日、処分行政庁に対し、確定申告書の生命保険料控除の金額

の記載に誤りがあったことを理由として、平成２７年分の所得税等について、総所得金額８

２万３５３０円（事業所得の金額５２万３６０２円、雑所得の金額２９万９９２８円）、所

得控除の額の合計額５９万４００５円、課税総所得金額２２万９０００円、課税総所得金額

に対する税額１万１４５０円、復興特別所得税額２４０円、納付すべき税額１万１６００円

とする更正の請求をした。（乙１９） 

     処分行政庁は、平成２８年６月１６日付けで、原告に対し、平成２７年分の所得税等につ

いて、総所得金額８２万３５３０円（事業所得の金額５２万３６０２円、雑所得の金額２９
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万９９２８円）、所得控除の額の合計額５９万４００５円、課税総所得金額２２万９０００

円、課税総所得金額に対する税額１万１４５０円、復興特別所得税額２４０円、納付すべき

税額１万１６００円とする更正をした。（乙２０） 

  （５）原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、総所得金額１０３万５６８９円（事業

所得の金額１０３万５６８９円、雑所得の金額０円）、所得控除の額の合計額１３５万４８

１１円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、復興特別所得税額０円、

納付すべき税額０円とする平成２８年分の所得税等の確定申告をした。原告は、この確定申

告に係る確定申告書において、職業を建設業とした上、この確定申告に係る確定申告書に添

付したその事業に係る収支内訳書（乙１８の２）において、売上金額９１３万１０３０円、

経費のうち、外注工賃５５８万５０００円、減価償却費５４万円、地代家賃７４万円、その

他の経費１９７万０３４１円（１２３万０３４１円の誤記）、所得金額１０３万５６８９円

としていた。（乙８の５） 

  （６）原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、総所得金額１５４万７６１８円（事業

所得の金額１２４万４５０１円、雑所得の金額３０万３１１７円）、所得控除の額の合計額

１４２万９５２６円、課税総所得金額１１万８０００円、課税総所得金額に対する税額５９

００円、復興特別所得税額１２３円、納付すべき税額６０００円とする平成２９年分の所得

税等の確定申告をした。原告は、この確定申告に係る確定申告書において、職業を建設業と

した上、この確定申告に係る確定申告書に添付したその事業に係る収支内訳書（乙１８の３）

において、売上金額７９７万９７６５円、経費のうち、外注工賃４５２万４４０５円、減価

償却費２５万円、地代家賃６８万円、その他の経費１２８万０８５９円、所得金額１２４万

４５０１円としていた。（乙８の６） 

  （７）原告は、法定申告期限までに、処分行政庁に対し、総所得金額８５万７８９４円（事業所

得の金額５５万５２２６円、雑所得の金額３０万２６６８円）、所得控除の額の合計額１３

６万５４７０円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、復興特別所得税

額０円、納付すべき税額０円とする平成３０年分の所得税等の確定申告をした。原告は、こ

の確定申告に係る確定申告書において、職業を建設業とした上、この確定申告に係る確定申

告書に添付したその事業に係る収支内訳書（乙１８の４）において、売上金額８７１万６０

３２円、経費のうち、外注工賃５５６万７９００円、減価償却費１５万円、地代家賃６０万

円、その他の経費１８４万２９０６円、所得金額５５万５２２６円としていた。（乙８の７） 

  ２ 修正申告 

  （１）原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、総所得金額５７７万９８４５円（事

業所得の金額５５９万０１１３円、雑所得の金額１８万９７３２円）、所得控除の額の合計

額１３８万９８３７円、課税総所得金額４３９万円、課税総所得金額に対する税額４５万０

５００円、納付すべき税額４５万０５００円とする平成２４年分の所得税の修正申告をした。

原告は、この修正申告において、事業所得に係る総収入金額１６３４万２３９９円、必要経

費のうち、外注費７１９万０６５６円、地代家賃１０８万０８５５円、その他の経費２４８

万０７７５円（減価償却費３２万１９４５円を含む。）、事業所得の金額５５９万０１１３円

としていた。（乙９の１、弁論の全趣旨） 

  （２）原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、総所得金額７５０万１１５５円（事

業所得の金額７３１万３８７４円、雑所得の金額１８万７２８１円）、所得控除の額の合計
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額２００万４７１０円、課税総所得金額５４９万６０００円、課税総所得金額に対する税額

６７万１７００円、復興特別所得税額１万４１０５円、納付すべき税額６８万５８００円と

する平成２５年分の所得税等の修正申告をした。原告は、この修正申告において、事業所得

に係る総収入金額２１２０万７６５９円、必要経費のうち、外注費９３３万１３７０円、地

代家賃１３４万３０９３円、その他の経費３２１万９３２２円（減価償却費４１万７７９１

円を含む。）、事業所得の金額７３１万３８７４円としていた。（乙９の２、弁論の全趣旨） 

  （３）原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、総所得金額６６２万３７２９円（事

業所得の金額６６２万３７２９円、雑所得の金額０円）、所得控除の額の合計額１７０万３

０５０円、課税総所得金額４９２万円、課税総所得金額に対する税額５５万６５００円、復

興特別所得税額１万１６８６円、納付すべき税額５６万８１００円とする平成２６年分の所

得税等の修正申告をした。原告は、この修正申告において、事業所得に係る総収入金額１９

２５万９７５６円、必要経費のうち、外注費８４７万４２９３円、地代家賃１２３万８１０

１円、その他の経費２９２万３６３３円（減価償却費３７万９４１７円を含む。）、事業所得

の金額６６２万３７２９円としていた。（乙９の３、弁論の全趣旨） 

  （４）原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、総所得金額５６３万８５１９円（事

業所得の金額５３３万８５９１円、雑所得の金額２９万９９２８円）、所得控除の額の合計

額１２１万９７１１円、課税総所得金額４４１万８０００円、課税総所得金額に対する税額

４５万６１００円、復興特別所得税額９５７８円、納付すべき税額４６万５６００円とする

平成２７年分の所得税等の修正申告をした。原告は、この修正申告において、事業所得に係

る総収入金額１５３７万３５７６円、必要経費のうち、外注費７１８万２２５０円、地代家

賃９４万円、その他の経費１９１万２７３５円（減価償却費は０円）、事業所得の金額５３

３万８５９１円としていた。（乙９の４、弁論の全趣旨） 

  （５）原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、総所得金額３５４万９８２０円（事

業所得の金額３２４万５８１１円、雑所得の金額３０万４００９円）、所得控除の額の合計

額１３０万６５９５円、課税総所得金額２２４万３０００円、課税総所得金額に対する税額

１２万６８００円、復興特別所得税額２６６２円、納付すべき税額１２万９４００円とする

平成２８年分の所得税等の修正申告をした。原告は、この修正申告において、事業所得に係

る総収入金額１２０５万０５４２円、必要経費のうち、外注費５５８万５０００円、地代家

賃９４万円、その他の経費２２７万９７３１円（減価償却費５４万円を含む。）、事業所得の

金額３２４万５８１１円としていた。（乙９の５、弁論の全趣旨） 

  （６）原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、総所得金額４２３万８５３６円（事

業所得の金額３９３万５４１９円、雑所得の金額３０万３１１７円）、所得控除の額の合計

額１４０万６９０６円、課税総所得金額２８３万１０００円、課税総所得金額に対する税額

１８万５６００円、復興特別所得税額３８９７円、納付すべき税額１８万９４００円とする

平成２９年分の所得税等の修正申告をした。原告は、この修正申告において、事業所得に係

る総収入金額１０９１万８５３３円、必要経費のうち、外注費４５２万４４０５円、地代家

賃８８万円、その他の経費１５７万８７０９円（減価償却費２５万円を含む。）、事業所得の

金額３９３万５４１９円としていた。（乙９の６、弁論の全趣旨） 

  （７）原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、総所得金額５５４万８９７４円（事

業所得の金額５２４万６３０６円、雑所得の金額３０万２６６８円）、所得控除の額の合計
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額１３４万９２０５円、課税総所得金額４１９万９０００円、課税総所得金額に対する税額

４１万２３００円、復興特別所得税額８６５８円、納付すべき税額４２万０９００円とする

平成３０年分の所得税等の修正申告をした。原告は、この修正申告において、事業所得に係

る総収入金額１３７３万７１１２円、必要経費のうち、外注費５６９万７９００円、地代家

賃８０万円、その他の経費１９９万２９０６円（減価償却費１５万円を含む。）、事業所得の

金額５２４万６３０６円としていた。（乙９の７、弁論の全趣旨） 

  ３ 重加算税の賦課決定 

  （１）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２４年分の所得税について、

重加算税の額の基礎となる税額４５万円、重加算税の額１５万７５００円とする重加算税の

賦課決定をした。（乙３０の１） 

  （２）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２５年分の所得税等につい

て、重加算税の額の基礎となる税額６８万円、重加算税の額２３万８０００円とする重加算

税の賦課決定をした。（乙３０の２） 

  （３）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２６年分の所得税等につい

て、重加算税の額の基礎となる税額５６万円、重加算税の額１９万６０００円とする重加算

税の賦課決定をした。（乙３０の３） 

  （４）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２７年分の所得税等につい

て、重加算税の額の基礎となる税額４５万円、重加算税の額１５万７５００円とする重加算

税の賦課決定をした。（乙３０の４） 

  （５）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２８年分の所得税等につい

て、重加算税の額の基礎となる税額１２万円、重加算税の額４万２０００円とする重加算税

の賦課決定をした。（乙３０の５） 

  （６）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２９年分の所得税等につい

て、重加算税の額の基礎となる税額１８万円、重加算税の額６万３０００円とする重加算税

の賦課決定をした。（乙３０の６） 

  （７）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成３０年分の所得税等につい

て、重加算税の額の基礎となる税額４２万円、重加算税の額１４万７０００円とする重加算

税の賦課決定をした。（乙３０の７） 

  ４ 更正の請求及び通知処分 

  （１）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、修正申告に係る事業所得の金額が過大

であることを理由として、平成２６年分の所得税等について、総所得金額６４万２３９３円

（事業所得の金額０円、雑所得の金額６４万２３９３円）、所得控除の額の合計額１７４万

９８９１円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、復興特別所得税額０

円、納付すべき税額０円とする更正の請求をした。（乙３２の１） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４０の１） 

  （２）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、修正申告に係る事業所得の金額が過大

であることを理由として、平成２７年分の所得税等について、総所得金額８２万３５３０円

（事業所得の金額５２万３６０２円、雑所得の金額２９万９９２８円）、所得控除の額の合

計額１２４万４００５円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、復興特
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別所得税額０円、納付すべき税額０円とする更正の請求をした。（乙３２の２） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４０の２） 

  （３）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、修正申告に係る事業所得の金額が過大

であることを理由として、平成２８年分の所得税等について、総所得金額１３３万９６９８

円（事業所得の金額１０３万５６８９円、雑所得の金額３０万４００９円）、所得控除の額

の合計額１３５万４８１１円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、復

興特別所得税額０円、納付すべき税額０円とする更正の請求をした。（乙３２の３） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４０の３） 

  （４）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、修正申告に係る事業所得の金額が過大

であることを理由として、平成２９年分の所得税等について、総所得金額１５４万７６１８

円（事業所得の金額１２４万４５０１円、雑所得の金額３０万３１１７円）、所得控除の額

の合計額１４２万９５２６円、課税総所得金額１１万８０００円、課税総所得金額に対する

税額５９００円、復興特別所得税額１２３円、納付すべき税額６０００円とする更正の請求

をした。（乙３２の４） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４０の４） 

  （５）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、修正申告に係る事業所得の金額が過大

であることを理由として、平成３０年分の所得税等について、総所得金額８５万７８９４円

（事業所得の金額５５万５２２６円、雑所得の金額３０万２６６８円）、所得控除の額の合

計額１３６万５４７０円、課税総所得金額０円、課税総所得金額に対する税額０円、復興特

別所得税額０円、納付すべき税額０円とする更正の請求をした。（乙３２の５） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４０の５） 

  ５ 審査請求及び裁決 

    原告は、国税不服審判所長に対し、令和２年２月２３日、上記３の重加算税の賦課決定につ

いての審査請求をし（乙４２、４３）、同年７月８日、上記４の通知処分についての審査請求

をした（乙４４、４５）。国税不服審判所長は、国税通則法１０４条１項の規定により、上記

各審査請求について併合審理をし、令和３年２月１６日付けで、原告の審査請求をいずれも

棄却する裁決をした（甲１）。 

 第２ 消費税等関係 

  １ 確定申告（期限後申告） 

  （１）原告は、令和元年１２月１７日、法定申告期限後に、処分行政庁に対し、課税標準額１７

９５万３０００円、消費税額１０３万０２９９円、控除対象仕入税額４０万２５６２円、納

付税額６２万７７００円、地方消費税の課税標準となる消費税額６２万７７００円、地方消

費税の納付譲渡割額１６万６６００円、消費税等の合計税額７９万４３００円とする平成２

６年課税期間の消費税等の確定申告をした。原告は、この期限後申告において、課税売上額

（税抜き）１７９５万４７９６円（税率４％適用分４３８万０８４３円、税率６．３％適用

分１３５７万３９５３円）、課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）７２３万４０２２円
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（税率４％適用分９５万９６４４円、税率６．３％適用分６２７万４３７８円）、課税仕入

れに係る消費税額４０万２５６２円（税率４％適用分３万６５５７円、税率６．３％適用分

３６万６００５円）、控除対象仕入税額４０万２５６２円（税率４％適用分３万６５５７円、

税率６．３％適用分３６万６００５円）としていた。（乙２８の１） 

  （２）原告は、令和元年１２月１７日、法定申告期限後に、処分行政庁に対し、課税標準額１４

２３万４０００円、消費税額８９万６７４２円、控除対象仕入税額５３万６７４０円、納付

税額３６万円、地方消費税の課税標準となる消費税額３６万円、地方消費税の納付譲渡割額

９万７１００円、消費税等の合計税額４５万７１００円とする平成２７年課税期間の消費税

等の確定申告をした。原告は、この期限後申告において、課税売上額（税抜き）１４２３万

４７９２円、課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）９２０万１２６５円、課税仕入れに

係る消費税額５３万６７４０円、控除対象仕入税額５３万６７４０円としていた。（乙２８

の２） 

  （３）原告は、令和元年１２月１７日、法定申告期限後に、処分行政庁に対し、課税標準額１１

１５万７０００円、消費税額７０万２８９１円、控除対象仕入税額４３万１４００円、納付

税額２７万１４００円、地方消費税の課税標準となる消費税額２７万１４００円、地方消費

税の納付譲渡割額７万３２００円、消費税等の合計税額３４万４６００円とする平成２８年

課税期間の消費税等の確定申告をした。原告は、この期限後申告において、課税売上額（税

抜き）１１１５万７９０９円、課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）７３９万５４３１

円、課税仕入れに係る消費税額４３万１４００円、控除対象仕入税額４３万１４００円とし

ていた。（乙２８の３） 

  （４）原告は、平成３０年５月２９日、法定申告期限後に、処分行政庁に対し、課税標準額７３

８万８０００円、消費税額４６万５４４４円、控除対象仕入税額３７万５０４８円、納付税

額９万０３００円、地方消費税の課税標準となる消費税額９万０３００円、地方消費税の納

付譲渡割額２万４３００円、消費税等の合計税額１１万４６００円とする平成２９年課税期

間の消費税等の確定申告をした。原告は、この期限後申告において、課税売上額（税抜き）

７３８万８６７１円、課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）６４２万９４００円、課税

仕入れに係る消費税額３７万５０４８円、控除対象仕入税額３７万５０４８円としていた。

（乙２１） 

     処分行政庁は、平成３０年６月２７日付けで、原告に対し、平成２９年課税期間の消費税

等について、無申告加算税の額の基礎となる税額１１万円、無申告加算税の額５５００円と

する無申告加算税の賦課決定をした。（乙２２） 

     原告は、令和元年１２月１７日、処分行政庁に対し、課税標準額１０１０万９０００円、

消費税額６３万６８６７円、控除対象仕入税額３４万７０４８円、納付税額２８万９８００

円、既確定税額９万０３００円、差引納付税額１９万９５００円、地方消費税の課税標準と

なる消費税額２８万９８００円、地方消費税の納付譲渡割額７万８２００円、既確定税額２

万４３００円、差引納付税額５万３９００円、消費税等の合計税額２５万３４００円とする

平成２９年課税期間の消費税等の修正申告をした。原告は、この修正申告において、課税売

上額（税抜き）１０１０万９７５２円、課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）５９４万

９４００円、課税仕入れに係る消費税額３４万７０４８円、控除対象仕入税額３４万７０４

８円としていた。（乙２９） 
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  （５）原告は、令和元年１２月１７日、法定申告期限後に、処分行政庁に対し、課税標準額１２

７１万９０００円、消費税額８０万１２９７円、控除対象仕入税額４４万５４９２円、納付

税額３５万５８００円、地方消費税の課税標準となる消費税額３５万５８００円、地方消費

税の納付譲渡割額９万６０００円、消費税等の合計税額４５万１８００円とする平成３０年

課税期間の消費税等の確定申告をした。原告は、この期限後申告において、課税売上額（税

抜き）１２７１万９５４８円、課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）７６３万７０１８

円、課税仕入れに係る消費税額４４万５４９２円、控除対象仕入税額４４万５４９２円とし

ていた。（乙２８の４） 

  ２ 無申告加算税及び重加算税の賦課決定 

  （１）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２６年課税期間の消費税等

について、無申告加算税の額の基礎となる税額４万円、無申告加算税の額６０００円、重加

算税の額の基礎となる税額７５万円、重加算税の額３０万円とする無申告加算税及び重加算

税の賦課決定をした。（乙３１の１） 

  （２）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２７年課税期間の消費税等

について、無申告加算税の額の基礎となる税額９万円、無申告加算税の額１万３５００円、

重加算税の額の基礎となる税額３５万円、重加算税の額１４万円とする無申告加算税及び重

加算税の賦課決定をした。（乙３１の２） 

  （３）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２８年課税期間の消費税等

について、無申告加算税の額の基礎となる税額１４万円、無申告加算税の額２万１０００円、

重加算税の額の基礎となる税額２０万円、重加算税の額８万円とする無申告加算税及び重加

算税の賦課決定をした。（乙３１の３） 

  （４）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成２９年課税期間の消費税等

について、重加算税の額の基礎となる税額２５万円、重加算税の額１０万円とする重加算税

の賦課決定をした。（乙３１の４） 

  （５）処分行政庁は、令和２年１月２７日付けで、原告に対し、平成３０年課税期間の消費税等

について、無申告加算税の額の基礎となる税額５万円、無申告加算税の額７５００円、重加

算税の額の基礎となる税額３９万円、重加算税の額１５万６０００円とする無申告加算税及

び重加算税の賦課決定をした。（乙３１の５） 

  ３ 更正の請求及び通知処分 

  （１）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、期限後申告に係る課税標準額が過大で

あることを理由として、平成２６年課税期間の消費税等について、課税標準額、消費税額、

控除対象仕入税額、納付税額、地方消費税の課税標準となる消費税額、地方消費税の納付譲

渡割額、消費税等の合計税額をいずれも０円とする更正の請求をした。（乙３３の１） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４１の１） 

  （２）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、期限後申告に係る課税標準額が過大で

あることを理由として、平成２７年課税期間の消費税等について、課税標準額、消費税額、

控除対象仕入税額、納付税額、地方消費税の課税標準となる消費税額、地方消費税の納付譲

渡割額、消費税等の合計税額をいずれも０円とする更正の請求をした。（乙３３の２） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通
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知処分をした。（乙４１の２） 

  （３）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、期限後申告に係る課税標準額が過大で

あることを理由として、平成２８年課税期間の消費税等について、課税標準額、消費税額、

控除対象仕入税額、納付税額、地方消費税の課税標準となる消費税額、地方消費税の納付譲

渡割額、消費税等の合計税額をいずれも０円とする更正の請求をした。（乙３３の３） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４１の３） 

  （４）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、修正申告に係る課税標準額が過大であ

ることを理由として、平成２９年課税期間の消費税等について、課税標準額７３８万８００

０円、消費税額４６万５４４４円、控除対象仕入税額３７万５０４８円、納付税額９万０３

００円、地方消費税の課税標準となる消費税額９万０３００円、地方消費税の納付譲渡割額

２万４３００円、消費税等の合計税額１１万４６００円とする更正の請求をした。（乙３３

の４） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４１の４） 

  （５）原告は、令和２年３月１２日、処分行政庁に対し、期限後申告に係る課税標準額が過大で

あることを理由として、平成３０年課税期間の消費税等について、課税標準額、消費税額、

控除対象仕入税額、納付税額、地方消費税の課税標準となる消費税額、地方消費税の納付譲

渡割額、消費税等の合計税額をいずれも０円とする更正の請求をした。（乙３３の５） 

     処分行政庁は、令和２年６月１１日付けで、原告に対し、更正をすべき理由がない旨の通

知処分をした。（乙４１の５） 

  ４ 審査請求及び裁決 

  （１）原告は、国税不服審判所長に対し、令和２年２月２３日、上記２の無申告加算税及び重加

算税の賦課決定（平成２９年課税期間については重加算税の賦課決定）についての審査請求

をし（上記１（４）の平成２９年課税期間に係る無申告加算税の賦課決定については不服申

立てがされていない。乙４２、４３）、同年７月８日、上記３の更正をすべき理由がない旨

の通知処分についての審査請求をした（乙４４、４５）。国税不服審判所長は、国税通則法

１０４条１項の規定により、上記各審査請求について併合審理をした（甲１）。 

  （２）処分行政庁は、令和２年７月２７日付けで、原告に対し、平成２７年課税期間の消費税等

について、無申告加算税の額の基礎となる税額８万円、無申告加算税の額１万２０００円、

重加算税の額の基礎となる税額３７万円、重加算税の額１４万８０００円とする無申告加算

税及び重加算税の賦課決定の変更決定をした。（乙５０の１） 

     処分行政庁は、令和２年７月２７日付けで、原告に対し、平成２８年課税期間の消費税等

について、無申告加算税の額の基礎となる税額１２万円、無申告加算税の額１万８０００円、

重加算税の額の基礎となる税額２１万円、重加算税の額８万４０００円とする無申告加算税

及び重加算税の賦課決定の変更決定をした。（乙５０の２） 

     処分行政庁は、令和２年７月２７日付けで、原告に対し、平成２９年課税期間の消費税等

について、無申告加算税の額の基礎となる税額３万円、無申告加算税の額４５００円、重加

算税の額の基礎となる税額２１万円、重加算税の額８万４０００円とする無申告加算税の賦

課決定及び重加算税の賦課決定の変更決定をした。（乙５０の３） 
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     処分行政庁は、令和２年７月２７日付けで、原告に対し、平成３０年課税期間の消費税等

について、無申告加算税の額の基礎となる税額１１万円、無申告加算税の額１万６５００円、

重加算税の額の基礎となる税額３３万円、重加算税の額１３万２０００円とする無申告加算

税及び重加算税の賦課決定の変更決定をした。（乙５０の４） 

     国税不服審判所長は、国税通則法１０４条２項の規定により、上記変更決定のうち平成２

７年課税期間及び平成２８年課税期間に係るものについて増額変更であるとして上記（１）

の審査請求との併せ審理をした（平成２９年課税期間及び平成３０年課税期間に係るものに

ついては減額変更であるとして併せ審理をしなかった。）。（甲１） 

  （３）国税不服審判所長は、令和３年２月１６日付けで、原告の審査請求をいずれも棄却する裁

決をした。（甲１） 
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（別紙３） 

課税処分及び通知処分の根拠 

 

 第１ 所得税等関係 

  １ 平成２４年所得税通知処分及び所得税加算税賦課決定の根拠 

  （１）総所得金額 ５７７万９８４５円 

     上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの雑所得の金額の合計額である。 

    ア 事業所得の金額 ５５９万０１１３円 

      上記金額は、次の（ア）の総収入金額から、（イ）の必要経費の金額を控除した金額で

ある。 

    （ア）総収入金額  １６３４万２３９９円 

       上記金額は、平成２４年分の修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額等と

同額である。 

    （イ）必要経費の金額 １０７５万２２８６円 

       上記金額は、平成２４年分の外注費７１９万０６５６円、地代家賃１０８万０８５５

円、その他の経費２４８万０７５５円の合計額であり、これらの金額は、平成２４年分

の修正申告書に記載された金額と同額である。 

    イ 雑所得の金額 １８万９７３２円 

      上記金額は、平成２４年分の修正申告書に記載された雑所得の金額と同額である。 

  （２）所得控除の額の合計額 １３８万９８３７円 

     上記金額は、平成２４年分の修正申告書に記載された所得控除の額の合計額と同額である。 

  （３）課税総所得金額 ４３９万円 

     上記金額は、上記（１）の総所得金額から、上記（２）の所得控除の額の合計額を控除し

た金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

  （４）納付すべき税額 ４５万０５００円 

     上記金額は、上記（３）の課税総所得金額に、所得税法に規定する税率を乗じて算出した

金額である。 

  （５）重加算税の額 １５万７５００円 

     上記金額は、平成２４年分の所得税の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額

４５万０５００円と、平成２４年分の所得税の確定申告に係る納付すべき税額０円との差額

４５万円（１万円未満の端数は切捨て）に、国税通則法６８条１項の規定により１００分の

３５を乗じて算出した金額である。 

  ２ 平成２５年所得税通知処分及び所得税加算税賦課決定の根拠 

  （１）総所得金額 ７５０万１１５５円 

     上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの雑所得の金額の合計額である。 

    ア 事業所得の金額 ７３１万３８７４円 

      上記金額は、次の（ア）の総収入金額から、（イ）の必要経費の金額を控除した金額で

ある。 

    （ア）総収入金額 ２１２０万７６５９円 

       上記金額は、平成２５年分の修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額等と
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同額である。 

    （イ）必要経費の金額 １３８９万３７８５円 

       上記金額は、平成２５年分の外注費９３３万１３７０円、地代家賃１３４万３０９３

円、その他の経費３２１万９３２２円の合計額であり、これらの金額は、平成２５年分

の修正申告書に記載された金額と同額である。 

    イ 雑所得の金額 １８万７２８１円 

      上記金額は、平成２５年分の修正申告書に記載された雑所得の金額と同額である。 

  （２）所得控除の額の合計額 ２００万４７１０円 

     上記金額は、平成２５年分の修正申告書に記載された所得控除の額の合計額と同額である。 

  （３）課税総所得金額 ５４９万６０００円 

     上記金額は、上記（１）の総所得金額から、上記（２）の所得控除の額の合計額を控除し

た金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

  （４）納付すべき税額 ６８万５８００円 

     上記金額は、次のアの課税総所得金額に対する税額に、イの復興特別所得税の額を加算し

た金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

    ア 課税総所得金額に対する税額 ６７万１７００円 

      上記金額は、上記（３）の課税総所得金額に、所得税法に規定する税率を乗じて算出し

た金額である。 

    イ 復興特別所得税の額 １万４１０５円 

      上記金額は、上記アの課税総所得金額に対する税額に、東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に規定する税率を乗じて算

出した金額である。 

  （５）重加算税の額 ２３万８０００円 

     上記金額は、平成２５年分の所得税の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額

６８万５８００円と、平成２５年分の所得税の確定申告に係る納付すべき税額０円との差額

６８万円（１万円未満の端数は切捨て）に、国税通則法６８条１項の規定により１００分の

３５を乗じて算出した金額である。 

  ３ 平成２６年所得税通知処分及び所得税加算税賦課決定の根拠 

  （１）総所得金額 ６６２万３７２９円 

     上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの雑所得の金額の合計額である。 

    ア 事業所得の金額 ６６２万３７２９円 

      上記金額は、次の（ア）の総収入金額から、（イ）の必要経費の金額を控除した金額で

ある。 

    （ア）総収入金額 １９２５万９７５６円 

       上記金額は、平成２６年分の修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額等と

同額である。 

    （イ）必要経費の金額 １２６３万６０２７円 

       上記金額は、平成２６年分の外注費８４７万４２９３円、地代家賃１２３万８１０１

円、その他の経費２９２万３６３３円の合計額であり、これらの金額は、平成２６年分

の修正申告書に記載された金額と同額である。 
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    イ 雑所得の金額 ０円 

      上記金額は、平成２６年分の修正申告書に記載された雑所得の金額と同額である。 

  （２）所得控除の額の合計額 １７０万３０５０円 

     上記金額は、平成２６年分の修正申告書に記載された所得控除の額の合計額と同額である。 

  （３）課税総所得金額 ４９２万円 

     上記金額は、上記（１）の総所得金額から、上記（２）の所得控除の額の合計額を控除し

た金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

  （４）納付すべき税額 ５６万８１００円 

     上記金額は、次のアの課税総所得金額に対する税額に、イの復興特別所得税の額を加算し

た金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

    ア 課税総所得金額に対する税額 ５５万６５００円 

      上記金額は、上記（３）の課税総所得金額に、所得税法に規定する税率を乗じて算出し

た金額である。 

    イ 復興特別所得税の額 １万１６８６円 

      上記金額は、上記アの課税総所得金額に対する税額に、東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に規定する税率を乗じて算

出した金額である。 

  （５）重加算税の額 １９万６０００円 

     上記金額は、平成２６年分の所得税の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額

５６万８１００円と、平成２６年分の所得税の確定申告に係る納付すべき税額０円との差額

５６万円（１万円未満の端数は切捨て）に、国税通則法６８条１項の規定により１００分の

３５を乗じて算出した金額である。 

  ４ 平成２７年所得税通知処分及び所得税加算税賦課決定の根拠 

  （１）総所得金額 ５６３万８５１９円 

     上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの雑所得の金額の合計額である。 

    ア 事業所得の金額 ５３３万８５９１円 

      上記金額は、次の（ア）の総収入金額から、（イ）の必要経費の金額を控除した金額で

ある。 

    （ア）総収入金額 １５３７万３５７６円 

       上記金額は、平成２７年分の修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額等と

同額である。 

    （イ）必要経費の金額 １００３万４９８５円 

       上記金額は、平成２７年分の外注費７１８万２２５０円、地代家賃９４万円、その他

の経費１９１万２７３５円の合計額であり、これらの金額は、平成２７年分の修正申告

書に記載された金額と同額である。 

    イ 雑所得の金額 ２９万９９２８円 

      上記金額は、平成２７年分の修正申告書に記載された雑所得の金額と同額である。 

  （２）所得控除の額の合計額 １２１万９７１１円 

     上記金額は、平成２７年分の修正申告書に記載された所得控除の額の合計額と同額である。 

  （３）課税総所得金額 ４４１万８０００円 
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     上記金額は、上記（１）の総所得金額から、上記（２）の所得控除の額の合計額を控除し

た金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

  （４）納付すべき税額 ４６万５６００円 

     上記金額は、次のアの課税総所得金額に対する税額に、イの復興特別所得税の額を加算し

た金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

    ア 課税総所得金額に対する税額 ４５万６１００円 

      上記金額は、上記（３）の課税総所得金額に、所得税法に規定する税率を乗じて算出し

た金額である。 

    イ 復興特別所得税の額 ９５７８円 

      上記金額は、上記アの課税総所得金額に対する税額に、東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に規定する税率を乗じて算

出した金額である。 

  （５）重加算税の額 １５万７５００円 

     上記金額は、平成２７年分の所得税の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額

４６万５６００円と、処分行政庁が平成２８年６月１６日付けでした平成２７年分の所得税

等についての更正における納付すべき税額１万１６００円との差額４５万円（１万円未満の

端数は切捨て）に、国税通則法６８条１項の規定により１００分の３５を乗じて算出した金

額である。 

  ５ 平成２８年所得税通知処分及び所得税加算税賦課決定の根拠 

  （１）総所得金額 ３５４万９８２０円 

     上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの雑所得の金額の合計額である。 

    ア 事業所得の金額 ３２４万５８１１円 

      上記金額は、次の（ア）の総収入金額から、（イ）の必要経費の金額を控除した金額で

ある。 

    （ア）総収入金額 １２０５万０５４２円 

       上記金額は、平成２８年分の修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額等と

同額である。 

    （イ）必要経費の金額 ８８０万４７３１円 

       上記金額は、平成２８年分の外注費５５８万５０００円、地代家賃９４万円、その他

の経費２２７万９７３１円の合計額であり、これらの金額は、平成２８年分の修正申告

書に記載された金額と同額である。 

    イ 雑所得の金額 ３０万４００９円 

      上記金額は、平成２８年分の修正申告書に記載された雑所得の金額と同額である。 

  （２）所得控除の額の合計額 １３０万６５９５円 

     上記金額は、平成２８年分の修正申告書に記載された所得控除の額の合計額と同額である。 

  （３）課税総所得金額 ２２４万３０００円 

     上記金額は、上記（１）の総所得金額から、上記（２）の所得控除の額の合計額を控除し

た金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

  （４）納付すべき税額 １２万９４００円 

     上記金額は、次のアの課税総所得金額に対する税額に、イの復興特別所得税の額を加算し
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た金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

    ア 課税総所得金額に対する税額 １２万６８００円 

      上記金額は、上記（３）の課税総所得金額に、所得税法に規定する税率を乗じて算出し

た金額である。 

    イ 復興特別所得税の額 ２６６２円 

      上記金額は、上記アの課税総所得金額に対する税額に、東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に規定する税率を乗じて算

出した金額である。 

  （５）重加算税の額 ４万２０００円 

     上記金額は、平成２８年分の所得税の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額

１２万９４００円と、平成２８年分の所得税の確定申告に係る納付すべき税額０円との差額

１２万円（１万円未満の端数は切捨て）に、国税通則法６８条１項の規定により１００分の

３５を乗じて算出した金額である。 

  ６ 平成２９年所得税通知処分及び所得税加算税賦課決定の根拠 

  （１）総所得金額 ４２３万８５３６円 

     上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの雑所得の金額の合計額である。 

    ア 事業所得の金額 ３９３万５４１９円 

      上記金額は、次の（ア）の総収入金額から、（イ）の必要経費の金額を控除した金額で

ある。 

    （ア）総収入金額 １０９１万８５３３円 

       上記金額は、平成２９年分の修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額等と

同額である。 

    （イ）必要経費の金額 ６９８万３１１４円 

       上記金額は、平成２９年分の外注費４５２万４４０５円、地代家賃８８万円、その他

の経費１５７万８７０９円の合計額であり、これらの金額は、平成２９年分の修正申告

書に記載された金額と同額である。 

    イ 雑所得の金額 ３０万３１１７円 

      上記金額は、平成２９年分の修正申告書に記載された雑所得の金額と同額である。 

  （２）所得控除の額の合計額 １４０万６９０６円 

     上記金額は、平成２９年分の修正申告書に記載された所得控除の額の合計額と同額である。 

  （３）課税総所得金額 ２８３万１０００円 

     上記金額は、上記（１）の総所得金額から、上記（２）の所得控除の額の合計額を控除し

た金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

  （４）納付すべき税額 １８万９４００円 

     上記金額は、次のアの課税総所得金額に対する税額に、イの復興特別所得税の額を加算し

た金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

    ア 課税総所得金額に対する税額 １８万５６００円 

      上記金額は、上記（３）の課税総所得金額に、所得税法に規定する税率を乗じて算出し

た金額である。 

    イ 復興特別所得税の額 ３８９７円 
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      上記金額は、上記アの課税総所得金額に対する税額に、東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に規定する税率を乗じて算

出した金額である。 

  （５）重加算税の額 ６万３０００円 

     上記金額は、平成２９年分の所得税の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額

１８万９４００円と、平成２９年分の所得税の確定申告に係る納付すべき税額６０００円と

の差額１８万円（１万円未満の端数は切捨て）に、国税通則法６８条１項の規定により１０

０分の３５を乗じて算出した金額である。 

  ７ 平成３０年所得税通知処分及び所得税加算税賦課決定の根拠 

  （１）総所得金額 ５５４万８９７４円 

     上記金額は、次のアの事業所得の金額、イの雑所得の金額の合計額である。 

    ア 事業所得の金額 ５２４万６３０６円 

      上記金額は、次の（ア）の総収入金額から、（イ）の必要経費の金額を控除した金額で

ある。 

    （ア）総収入金額 １３７３万７１１２円 

       上記金額は、平成３０年分の修正申告書に記載された事業所得に係る総収入金額等と

同額である。 

    （イ）必要経費の金額 ８４９万０８０６円 

       上記金額は、平成３０年分の外注費５６９万７９００円、地代家賃８０万円、その他

の経費１９９万２９０６円の合計額であり、これらの金額は、平成３０年分の修正申告

書に記載された金額と同額である。 

    イ 雑所得の金額 ３０万２６６８円 

      上記金額は、平成３０年分の修正申告書に記載された雑所得の金額と同額である。 

  （２）所得控除の額の合計額 １３４万９２０５円 

     上記金額は、平成３０年分の修正申告書に記載された所得控除の額の合計額と同額である。 

  （３）課税総所得金額 ４１９万９０００円 

     上記金額は、上記（１）の総所得金額から、上記（２）の所得控除の額の合計額を控除し

た金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

  （４）納付すべき税額 ４２万０９００円 

     上記金額は、次のアの課税総所得金額に対する税額に、イの復興特別所得税の額を加算し

た金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

    ア 課税総所得金額に対する税額 ４１万２３００円 

      上記金額は、上記（３）の課税総所得金額に、所得税法に規定する税率を乗じて算出し

た金額である。 

    イ 復興特別所得税の額 ８６５８円 

      上記金額は、上記アの課税総所得金額に対する税額に、東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に規定する税率を乗じて算

出した金額である。 

  （５）重加算税の額 １４万７０００円 

     上記金額は、平成３０年分の所得税の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額
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４２万０９００円と、平成３０年分の所得税の確定申告に係る納付すべき税額０円との差額

４２万円（１万円未満の端数は切捨て）に、国税通則法６８条１項の規定により１００分の

３５を乗じて算出した金額である。 

 第２ 消費税等関係 

  １ 平成２６年消費税通知処分及び消費税加算税賦課決定の根拠 

  （１）課税標準額 １７９５万３０００円 

     上記金額は、次のアの平成２６年３月３１日以前の金額、イの同年４月１日以降の金額の

合計額である。 

    ア 平成２６年３月３１日以前の金額 ４３８万円 

      上記金額は、平成２６年課税期間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（総収

入金額）１９２５万９７５６円のうち、平成２６年１月１日から同年３月３１日までの期

間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額４５９万９８８６円に、１０５分の１０

０を乗じて算出した金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

    イ 平成２６年４月１日以降の金額 １３５７万３０００円 

      上記金額は、平成２６年課税期間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（総収

入金額）１９２５万９７５６円のうち、平成２６年４月１日から同年１２月３１日までの

期間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額１４６５万９８７０円に、１０８分の

１００を乗じて算出した金額（１０００円未満の端数は切捨て）である。 

  （２）課税標準額に対する消費税額 １０３万０２９９円 

     上記金額は、次のアの平成２６年３月３１日以前の金額、イの同年４月１日以降の金額の

合計額である。 

    ア 平成２６年３月３１日以前の金額 １７万５２００円 

      上記金額は、上記（１）アの課税標準額に、消費税法に規定する１００分の４の税率を

乗じて算出した金額である。 

    イ 平成２６年４月１日以降の金額 ８５万５０９９円 

      上記金額は、上記（１）イの課税標準額に、消費税法に規定する１００分の６．３の税

率を乗じて算出した金額である。 

  （３）控除対象仕入税額 ４０万２５６２円 

     上記金額は、次のアの平成２６年３月３１日以前の金額、イの同年４月１日以降の金額の

合計額である。 

    ア 平成２６年３月３１日以前の金額 ３万６５５７円 

      上記金額は、平成２６年課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額７２３万４０

２２円（外注費４６５万５４４０円、地代家賃２０万円、その他の経費２３７万８５８２

円の合計額）のうち、平成２６年１月１日から同年３月３１日までの期間における課税仕

入れに係る支払対価の額９５万９６４４円（外注費３１万５０００円、地代家賃５万円、

その他の経費５９万４６４４円の合計額）に、１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

    イ 平成２６年４月１日以降の金額 ３６万６００５円 

      上記金額は、平成２６年課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額７２３万４０

２２円（外注費４６５万５４４０円、地代家賃２０万円、その他の経費２３７万８５８２

円の合計額）のうち、平成２６年４月１日から同年１２月３１日までの期間における課税
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仕入れに係る支払対価の額６２７万４３７８円（外注費４３４万０４４０円、地代家賃１

５万円、その他の経費１７８万３９３８円の合計額）に、１０８分の６．３を乗じて算出

した金額である。 

  （４）納付すべき消費税額 ６２万７７００円 

     上記金額は、次のアの平成２６年３月３１日以前の金額、イの同年４月１日以降の金額の

合計額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

    ア 平成２６年３月３１日以前の金額 １３万８６４３円 

      上記金額は、上記（２）アの課税標準額に対する消費税額から、上記（３）アの控除対

象仕入税額を控除した金額である。 

    イ 平成２６年４月１日以降の金額 ４８万９０９４円 

      上記金額は、上記（２）イの課税標準額に対する消費税額から、上記（３）イの控除対

象仕入税額を控除した金額である。 

  （５）地方消費税の課税標準額 ６２万７７００円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額と同額である。 

  （６）納付すべき地方消費税額 １６万６６００円 

     上記金額は、次のアの平成２６年３月３１日以前の金額、イの同年４月１日以降の金額の

合計額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

    ア 平成２６年３月３１日以前の金額 ３万４６６０円 

      上記金額は、平成２６年１月１日から同年３月３１日までの期間における地方消費税の

課税標準額（上記（４）アの納付すべき消費税額と同額）に、地方税法に規定する１００

分の２５の税率を乗じて算出した金額である。 

    イ 平成２６年４月１日以降の金額 １３万１９７７円 

      上記金額は、平成２６年４月１日から同年１２月３１日までの期間における地方消費税

の課税標準額（上記（４）イの納付すべき消費税額と同額）に、地方税法に規定する６３

分の１７の税率を乗じて算出した金額である。 

  （７）納付すべき消費税等の額 ７９万４３００円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額、上記（６）の納付すべき地方消費税額の

合計額である。 

  （８）無申告加算税の額 ６０００円 

     上記金額は、平成２６年課税期間の期限後申告により新たに納付すべきこととなった税額

７９万４３００円のうち隠蔽又は仮装以外の事実のみに基づく税額４万円（１万円未満の端

数は切捨て）に、国税通則法６６条１項の規定により１００分の１５を乗じて算出した金額

である。 

  （９）重加算税の額 ３０万円 

     上記金額は、平成２６年課税期間の消費税等の期限後申告により新たに納付すべきことと

なった税額７９万４３００円のうち隠蔽又は仮装の事実に基づく税額７５万円（１万円未満

の端数は切捨て）に、国税通則法６８条２項の規定により１００分の４０を乗じて算出した

金額である。 

  ２ 平成２７年消費税通知処分及び消費税加算税賦課決定の根拠 

  （１）課税標準額 １４２３万４０００円 
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     上記金額は、平成２７年課税期間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（総収入

金額）１５３７万３５７６円に、１０８分の１００を乗じて算出した金額（１０００円未満

の端数は切捨て）である。 

  （２）課税標準額に対する消費税額 ８９万６７４２円 

     上記金額は、上記（１）の課税標準額に、消費税法に規定する１００分の６．３の税率を

乗じて算出した金額である。 

  （３）控除対象仕入税額 ５３万６７４０円 

     上記金額は、平成２７年課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額９２０万１２６

５円（外注費７１８万２２５０円、地代家賃２０万円、その他の経費１８１万９０１５円の

合計額）に、１０８分の６．３を乗じて算出した金額である。 

  （４）納付すべき消費税額 ３６万円 

     上記金額は、上記（２）の課税標準額に対する消費税額から、上記（３）の控除対象仕入

税額を控除した金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

  （５）地方消費税の課税標準額 ３６万円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額と同額である。 

  （６）納付すべき地方消費税額 ９万７１００円 

     上記金額は、上記（５）の地方消費税の課税標準額に、地方税法に規定する６３分の１７

の税率を乗じて算出した金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

  （７）納付すべき消費税等の額 ４５万７１００円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額、上記（６）の納付すべき地方消費税額の

合計額である。 

  （８）無申告加算税の額 １万２０００円 

     上記金額は、平成２７年課税期間の期限後申告により新たに納付すべきこととなった税額

４５万７１００円のうち隠蔽又は仮装以外の事実のみに基づく税額８万円（１万円未満の端

数は切捨て）に、国税通則法６６条１項の規定により１００分の１５を乗じて算出した金額

である。 

  （９）重加算税の額 １４万８０００円 

     上記金額は、平成２７年課税期間の消費税等の期限後申告により新たに納付すべきことと

なった税額４５万７１００円のうち隠蔽又は仮装の事実に基づく税額３７万円（１万円未満

の端数は切捨て）に、国税通則法６８条２項の規定により１００分の４０を乗じて算出した

金額である。 

  ３ 平成２８年消費税通知処分及び消費税加算税賦課決定の根拠 

  （１）課税標準額 １１１５万７０００円 

     上記金額は、平成２８年課税期間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（総収入

金額）１２０５万０５４２円に、１０８分の１００を乗じて算出した金額（１０００円未満

の端数は切捨て）である。 

  （２）課税標準額に対する消費税額 ７０万２８９１円 

     上記金額は、上記（１）の課税標準額に、消費税法に規定する１００分の６．３の税率を

乗じて算出した金額である。 

  （３）控除対象仕入税額 ４３万１４００円 
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     上記金額は、平成２８年課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額７３９万５４３

１円（外注費５５８万５０００円、地代家賃２０万円、その他の経費１６１万０４３１円の

合計額）に、１０８分の６．３を乗じて算出した金額である。 

  （４）納付すべき消費税額 ２７万１４００円 

     上記金額は、上記（２）の課税標準額に対する消費税額から、上記（３）の控除対象仕入

税額を控除した金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

  （５）地方消費税の課税標準額 ２７万１４００円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額と同額である。 

  （６）納付すべき地方消費税額 ７万３２００円 

     上記金額は、上記（５）の地方消費税の課税標準額に、地方税法に規定する６３分の１７

の税率を乗じて算出した金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

  （７）納付すべき消費税等の額 ３４万４６００円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額、上記（６）の納付すべき地方消費税額の

合計額である。 

  （８）無申告加算税の額 １万８０００円 

     上記金額は、平成２８年課税期間の期限後申告により新たに納付すべきこととなった税額

３４万４６００円のうち隠蔽又は仮装以外の事実のみに基づく税額１２万円（１万円未満の

端数は切捨て）に、国税通則法６６条１項の規定により１００分の１５を乗じて算出した金

額である。 

  （９）重加算税の額 ８万４０００円 

     上記金額は、平成２８年課税期間の消費税等の期限後申告により新たに納付すべきことと

なった税額３４万４６００円のうち隠蔽又は仮装の事実に基づく税額２１万円（１万円未満

の端数は切捨て）に、国税通則法６８条２項の規定により１００分の４０を乗じて算出した

金額である。 

  ４ 平成２９年消費税通知処分及び消費税加算税賦課決定の根拠 

  （１）課税標準額 １０１０万９０００円 

     上記金額は、平成２９年課税期間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（総収入

金額）１０９１万８５３３円に、１０８分の１００を乗じて算出した金額（１０００円未満

の端数は切捨て）である。 

  （２）課税標準額に対する消費税額 ６３万６８６７円 

     上記金額は、上記（１）の課税標準額に、消費税法に規定する１００分の６．３の税率を

乗じて算出した金額である。 

  （３）控除対象仕入税額 ３４万７０４８円 

     上記金額は、平成２９年課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額５９４万９４０

０円（外注費４５２万４４０５円、地代家賃２０万円、その他の経費１２２万４９９５円の

合計額）に、１０８分の６．３を乗じて算出した金額である。 

  （４）納付すべき消費税額 ２８万９８００円 

     上記金額は、上記（２）の課税標準額に対する消費税額から、上記（３）の控除対象仕入

税額を控除した金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

  （５）地方消費税の課税標準額 ２８万９８００円 
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     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額と同額である。 

  （６）納付すべき地方消費税額 ７万８２００円 

     上記金額は、上記（５）の地方消費税の課税標準額に、地方税法に規定する６３分の１７

の税率を乗じて算出した金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

  （７）納付すべき消費税等の額 ３６万８０００円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額、上記（６）の納付すべき地方消費税額の

合計額である。 

  （８）無申告加算税の額 ４５００円 

     上記金額は、平成２９年課税期間の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額２

５万３４００円のうち隠蔽又は仮装以外の事実のみに基づく税額３万円（１万円未満の端数

は切捨て）に、国税通則法６６条１項の規定により１００分の１５を乗じて算出した金額で

ある。 

  （９）重加算税の額 ８万４０００円 

     上記金額は、平成２９年課税期間の消費税等の修正申告により新たに納付すべきこととな

った税額２５万３４００円のうち隠蔽又は仮装の事実に基づく税額２１万円（１万円未満の

端数は切捨て）に、国税通則法６８条２項の規定により１００分の４０を乗じて算出した金

額である。 

  ５ 平成３０年消費税通知処分及び消費税加算税賦課決定の根拠 

  （１）課税標準額 １２７１万９０００円 

     上記金額は、平成３０年課税期間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額（総収入

金額）１３７３万７１１２円に、１０８分の１００を乗じて算出した金額（１０００円未満

の端数は切捨て）である。 

  （２）課税標準額に対する消費税額 ８０万１２９７円 

     上記金額は、上記（１）の課税標準額に、消費税法に規定する１００分の６．３の税率を

乗じて算出した金額である。 

  （３）控除対象仕入税額 ４４万５４９２円 

     上記金額は、平成３０年課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額７６３万７０１

８円（外注費５６９万７９００円、地代家賃２０万円、その他の経費１７３万９１１８円の

合計額）に、１０８分の６．３を乗じて算出した金額である。 

  （４）納付すべき消費税額 ３５万５８００円 

     上記金額は、上記（２）の課税標準額に対する消費税額から、上記（３）の控除対象仕入

税額を控除した金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

  （５）地方消費税の課税標準額 ３５万５８００円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額と同額である。 

  （６）納付すべき地方消費税額 ９万６０００円 

     上記金額は、上記（５）の地方消費税の課税標準額に、地方税法に規定する６３分の１７

の税率を乗じて算出した金額（１００円未満の端数は切捨て）である。 

  （７）納付すべき消費税等の額 ４５万１８００円 

     上記金額は、上記（４）の納付すべき消費税額、上記（６）の納付すべき地方消費税額の

合計額である。 
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  （８）無申告加算税の額 １万６５００円 

     上記金額は、平成３０年課税期間の期限後申告により新たに納付すべきこととなった税額

４５万１８００円のうち隠蔽又は仮装以外の事実のみに基づく税額１１万円（１万円未満の

端数は切捨て）に、国税通則法６６条１項の規定により１００分の１５を乗じて算出した金

額である。 

  （９）重加算税の額 １３万２０００円 

     上記金額は、平成３０年課税期間の消費税等の期限後申告により新たに納付すべきことと

なった税額４５万１８００円のうち隠蔽又は仮装の事実に基づく税額３３万円（１万円未満

の端数は切捨て）に、国税通則法６８条２項の規定により１００分の４０を乗じて算出した

金額である。 
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． にg...

の•1ないし乙9の．3)．の第→表の「•収入金額．円・（営業鱒）．J、⑦襴に記載されF金額である;
”

• • 
• 2.` 「平均経費寧(A)J

‘
欄の各計数は、別表2の 知経費率J櫛の各計数である。. : • ·:

3 - 「算出金額J欄·の各金額は、1．円未満の端数を四捨五入した後の金額である。 ， 
A 「地代家賃J ②欄の「算出金額j欄の各金額は、総収入•金額(B)：に地代家賃に係る平均経費率(A)
．

．
を乗．じて算出した金額1こ倉庫代200,000円を加算した金額である。
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